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序 文 

 
フィリピン共和国では、1991 年に制定された地方自治法の下、住民への基本的な公

共サービスの提供義務が地方自治体（LGU：Local Government Unit）に移管されまし

た。しかし、それから 15 年以上経た現在でも、多くの LGU は財政面・人材面の困難

から移譲された事業を効果的に実施できていません。このような状況下で、近隣地域

共通の課題に対処し、資源や技術をプールし、各 LGU 単体では対応困難な業務を効果

的に実施するための近隣自治体の連合体（LGU クラスター）が各地で形成されてきま

した。 

要請当初、セブに次ぐビサヤ地域の政治・経済の中心地として都市化が進むイロイ

ロ市では、幹線道路網や地方道路が総合的な計画無しに整備される一方で、地域的な

交通管理計画の遅れが目立つようになってきており、都市及び周辺地域の総合的な発

展に支障をきたしていました。また、イロイロ州周辺のビサヤ海は有数の漁業地域で

すが、マングローブ林や珊瑚礁の破壊を伴う沿岸環境破壊や違法漁業が多発し、環境

問題が深刻化すると共に、農漁村資源の減少に伴う住民の収入減少が顕在化してきて

いました。 

そこで、LGU クラスターを通じた地域の活性化を行い、都市交通管理行政と沿岸資

源管理行政のグッドプラクティスを構築するため、フィリピン共和国の要請に基づき

2007 年 10 月 6 日から 3年間、技術協力プロジェクト「イロイロ州地域活性化・LGU

クラスター開発プロジェクト」を実施してきました。本プロジェクトでは、イロイロ

州政府開発計画局（PPDO）をプロジェクト調整窓口として合同調整委員会を設置し、

都市交通管理・沿岸資源管理の 2つのサブプロジェクトを実施しています。第一のサ

ブプロジェクトはイロイロ都市圏・ギマラス経済開発評議会（MIGEDC）を、また、第

二のサブプロジェクトはバナテ・バロタック湾資源管理評議会（BBBRMCI）を対象と

して、それぞれの組織の能力強化を行ってきました。 

今般、本プロジェクト実施期間の中間点にさしかかり、当機構は、活動の進捗状況、

成果の達成状況・見込みを確認するとともに、今後の持続的な発展を考慮したプロジ

ェクトの方向性、実施方法を検討する目的で、岩上憲三 JICA フィリピン事務所次長

を団長とする中間レビュー調査団を2009年2月5日から3月2日まで派遣しました。

本報告書はその調査結果をまとめたものであり、今後のプロジェクト実施にあたって

活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力いただいた内外の関係各機関の方々に深く謝意を表すると

ともに、今後のプロジェクトの運営にあたり、引き続き一層のご支援をお願いする次

第です。 

 

2009 年 3 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

フィリピン事務所 松田 教男 
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Region VI: 
Westarn Visayas,
Panay Island 

Location of Iloilo and Banate Bay Resource Management Council 

LGU Cluster 
BBRMCI



Municipal Waters of Banate and Barotac Bay (BBRMCI Managed area) 

Municipalities of Barotac Viejo, Banate, Anilao, and Barotac Nuevo form  
the BBRMCI. The municipal waters are indicated with green dotted line.

Due to the nearby coastal line of Negros Occidental, the borderline is drawn 
in the center of Panay Island and Negros Island. The distance from the 

coastal line to the boarder is approximately 6-8 km.

Barotac
Viejo

Banate

Anilao

Barotac
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Iloilo Province, Panay Island, Philippines 
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Banate Bay

Barotac Bay 
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中間レビュー調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国名：フィリピン 案件名：イロイロ州地域活性化・LGU クラスター

開発プロジェクト（都市交通管理サブプロジェク

ト） 

分野：計画・行政-開発計画-総合地域開発計画 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：フィリピン事務所 協力金額： 

協力期間 協力期間 3年間 

2007.10～2010.10 

先方関係機関：イロイロ都市圏・ギマラス経済開

発審議会 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：なし 

1-1 協力の背景と概要 

 フィリピン国(以下「フィ」国)では、1991 年に制定された地方自治法の下、住民への基本的

な公共サービスの提供義務が地方自治体（LGU：Local Government Unit）に移管された。しかし、

それから 15 年以上経た現在でも、多くの LGU は財政面・人材面の困難から移譲された事業を効

果的に実施できていない現状がある。このような状況下で、近隣地域共通の課題に対処し、資源

や技術をプールし、各 LGU 単体では対応困難な業務を効果的に実施するための近隣自治体の連合

体（LGU クラスター）が各地で形成されている。 

本サブプロジェクトの実施機関であるメトロ・イロイロ-ギマラス経済開発評議会（MIGEDC）

は、イロイロ市と周辺５町及びギマラス州から構成される、都市開発課題解決を目的とする LGU

クラスターである。MIGEDC は、メンバーLGU の拠出金により関係機関と調整するための事務局を

設置し、LGU 間共通の課題に対する調整や技術支援を行っている。 

イロイロ市は、セブに次ぐヴィサヤ地域の政治・経済の中心地として都市化が進んでいるが、

幹線道路網や地方道路が総合的な計画無しに整備される一方で、地域的な交通管理計画の遅れ

が目立つようになってきており、都市及び周辺地域の総合的な発展に支障をきたしている。本

サブプロジェクトは、MIGEDC を構成する LGU に対する技術移転を通じて LGU クラスターによる

イロイロ都市圏の交通管理を改善することを主目的とし、さらに、構成 LGU 間の調整や協力機

能の向上を通して、クラスター全体としての都市型広域行政能力向上を狙っている。 

 

1-2 協力内容 

(1)上位目標 

 持続可能な交通管理計画及び交通管理がイロイロ都市圏・ギマラス地域で効果的に実施され

る。 

 

(2)プロジェクト目標 

 イロイロ都市圏・ギマラス地域における交通管理計画が LGU、関係省庁、民間セクター等関係

者の参加を得て策定される。 

 

(3)成果 

1) イロイロ都市圏の交通データが収集され、分析され、公開される。 

2) 住民参加の下で交通問題が検討され、交通管理オプションが選定される。 

3) 交通管理に関する社会実験が実施され、住民や関係民間セクター参加の下で評価される。 

4) 本プロジェクトの研修及び活動への参加を通じて、MIGEDC 事務局と MIGEDC 加盟 LGU の能力

向上が図られる。 

 

(4)投入（中間評価時点で確定している投入） 

   日本側： 



 

    専門家派遣 延べ 5名           

機材供与  事務機器及び社会実験に必要な機材 

ローカル・コンサルタントの雇用および交通調査等の再委託 

   相手国側： 

    人材配置：MIGEDC メンバーLGU 職員 9 名及び交通担当警察官 7名 

    施設提供：専門家執務スペース 

ローカルコスト負担：C/P 交通費、会合開催費用の一部負担 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括：               岩上憲三（JICA フィリピン事務所次長） 

副総括/交通管理計画：勝田 穂積（JICA ベトナム事務所広域企画調査員 

国際協力専門員）

地方行政/協力企画： 笠井久美子（JICA フィリピン事務所 企画調査員） 

評価分析：           佐久間美穂（（財）国際開発センター） 

調査期間 2009 年 2 月 5 日～2009 年 3 月 2 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

(1)成果の達成度 

成果 1 

成果 1は、中間レビュー実施時点でほぼ達成されている。交通情報調査は 2008 年 6 月に完了

しているが、データの集約は現在進行中である。 

・交通情報調査結果は JICA 専門家により C/P 及び関係諸機関に報告され、調査結果報告書

は交通管理 TWG や MIGEDC のメンバーLGU 等、関連諸機関に配布された。 

・交通情報調査データ入力用フォーマットは日本人専門家により準備済みであるが、入力

作業は完了していない。プロジェクト終了後のデータベース維持管理を考慮して、

MIGEDC 事務局から正職員 1名をデータ入力担当として配置し、日本人専門家の指導の下

で入力作業を行う予定。 

 

成果 2 

成果 2は、中間レビュー時点で日本人専門家により一部達成されており、C/P のより積極的な

参画を得て 2009 年 3 月末までに達成される見込みである。 

・プロジェクト開始時点では、C/P の交通管理に関する知識が非常に限られていたことから、

プロジェクト前半では、主に日本人専門家の手で交通管理オプションの分析や選定が行

われてきた。プロジェクト活動を通じて、徐々に C/P は交通管理を理解しつつあること

から、後半では交通管理オプションの選定・評価においても C/P がより大きな役割を果

たしていくことが期待される。 

 

成果 3 

成果 3は、2009 年 1-2 月に実施された第 1 回社会実験により、部分的に達成されている。中

間レビュー時点では、日本人専門家が社会実験プロセス・マニュアルのドラフトを作成中。

マニュアルについては、今後実施予定の社会実験結果も加えて改訂し、プロジェクト終了時

までに最終化する予定である。 

 

成果 4 

成果 4 は、中間レビュー実施時点で部分的に達成されている。本プロジェクト開始時点での

C/P の交通管理に関する知識と経験が非常に限られたものであったことを考えれば、プロジ

ェクト開始後、C/P は大きな能力向上を遂げたと考えられる。 

 

(2)プロジェクト目標達成の見込み 



 

2008 年 9 月、JICA 運営指導チームの提言により、専門家チーム及び C/P はワークショップを

開催し、プロジェクト目標を「交通管理計画」の策定から「交通管理アクションアジェンダ」

の策定に変更することで合意した。交通管理アクションアジェンダの内容を検討し、複数のオ

プションの中から適切なものを選定する作業は、プロジェクト期間後半の活動で進められる予

定である。 

C/P はプロジェクト前半の活動を通じて交通管理に関する知識と経験を深めてきており、プ

ロジェクト後半、中間レビュー時点程度のペースで活動が継続できれば、「交通管理アクシ

ョンアジェンダを策定する」という修正後のプロジェクト目標は終了時までに概ね達成でき

る見込み。 

実現可能性が高く、現在の交通管理問題の解決に資する「交通管理アクションアジェンダ」

を策定するためには、C/P の積極的な参加と MIGEDC メンバーLGU 及び関係諸機関の協力が不

可欠である。 

 

3-2 評価結果の要約 

(1)妥当性 

本プロジェクトは、中間レビュー時点でもフィリピンの開発政策及び日本の ODA 政策、フィ

リピン社会のニーズに合致しており、妥当性は高い。 

 

(2)有効性 

本プロジェクトの有効性を中間評価レビュー時点で判断することは時期尚早であると考え

る。プロジェクト期間前半で、対象地域が大型台風の被害を受けたこと、実務者を中心とし

た C/P 体制の立ち上げが遅れたことから、活動スケジュールがやや後ろにずれ込んでおり、

プロジェクト目標が達成できるか否かは後半の活動の成否に大きく依存しているのがその理

由である。しかしながら、2008 年 9 月に実施された運営指導の結果、プロジェクト目標はよ

り現実に見合ったものに修正され、C/P の活動への参加も活発化してきている。中間レビュー

時点のペースでプロジェクト後半の活動が継続すれば、終了時までに現地のニーズに合致し

た交通管理アクションアジェンダが設定される可能性は十分ある。 

 

(3)効率性 

投入に対する成果の程度から、効率性はやや高いと考えられる。 

MIGEDC 及び構成 LGU のマンパンワーと予算は限られたものであるが、C/P、JICA 専門家の貢

献で不足分はカバーされてきた。また、現地事情を知る高い能力を持ったローカル・スタッ

フを雇用することにより、少ないインプットで大きなアウトプットを出すことができた。加

えて、現地の有識者・学術機関との連携により、比較的安価にサービスを確保できただけで

なく、プロジェクト終了後も利用可能なネットワークが構築されつつある点も評価できる。 

 

(4)インパクト 

中間レビュー時点で本プロジェクトのインパクトを予測するのは時期尚早であるが、上位目

標の達成可能性を高めるためには、各 LGU の開発計画調整官、地方首長及び地方議会を巻き

込んでいくことが重要であるということは指摘できる。行政官の分析に基づいて提案された

交通管理アクションアジェンダが、実際に各地方政府の諸計画の策定に生かされるためには、

開発計画調整官、地方首長及び地方議会の理解と支援が不可欠である。本プロジェクト後半

の活動では、できるだけ官・民の利害関係者との意見交換を増やし、より実践的でより多く

の関係者の賛同を得られるアクションアジェンダを設定することが重要と思われる。 

 

(5)自立発展性 

各 LGU クラスターの成否は政治情勢に大きく負っており、組織としての MIGEDC が今後も存続

し、交通管理行政を重点課題として取り組んでいくかどうかは、3年ごとに実施される地方選



 

挙の結果に依存していると言える。MIGEDC 内に適切な人材が配置され、プロジェクト活動を

通じて育成されることにより、より高い自立発展性が見込める。さらに、地元（少なくとも

フィリピン国内の）大学との連携を強化することにより、プロジェクト終了後の技術支援体

制を確保しておくことも今後の重要な課題である。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) フィリピン人スタッフの貢献 

本プロジェクトでは、現地事情・言語・人的ネットワークに精通したローカル人材を活用す

ることにより、日本人専門家の不在期間の活動を補い、より少ない投入で期待される成果を

産出している。フィリピン人専門家及びスタッフは、関係者間のコミュニケーションの潤滑

油としての役割も果たしている。 

 

(2) 毎週開催される交通管理 TWG 会合 

交通管理 TWG 会合が毎週開催されることになり、プロジェクト活動が活性化した。専門家チ

ームと C/P は顔を合わせる機会が増え、コミュニケーションが密になった。また、交通管理

に関する様々なトピックについて話し合い、様々な立場の交通関係者の対立する意見にさら

されることによって、行政官としての多角的な視点を養うのに役立った。 

 

(3) 時宜を得た JICA 運営指導チームの提言 

JICA フィリピン事務所は、2008 年 9 月に運営指導チームを派遣した。同チームの提言（交

通管理 TWG の設置、TWG 会合の開催頻度を月 1 回から週 1 回へ変更、プロジェクト目標の再

検討）は時宜にかなった、適切な内容であり、プロジェクト活動の活性化に大きく貢献した。 

 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 主要なプロジェクト関係者間のコミュニケーション不足 

プロジェクト開始当初、日本人専門家、フィリピン人スタッフ、C/P 及び関係諸機関のコミ

ュニケーションは必ずしも円滑でなかった。 

 

(2) 関係諸機関間の協力不足 

当初、MIGEDC のメンバーLGU や交通管理関係諸機関(LTO、LTFRB、DPWH、民間 NGO、ジープニー

組合など)の中には、本プロジェクトの目的を誤解しているものや、活動参加に無関心なもの

もあった。 

 

(3) C/P の変更 

当初、本プロジェクトの C/P として各 LGU の開発計画調整課長および工務課長を想定し、先

方への技術移転計画として、ワークショップを週 1 回実施することを予定していたが、他の

業務との兼ね合いから課長レベルのプロジェクト活動参加が困難となり、現実的な C/P とし

て課員レベルおよび交通担当警察官が配置されることとなった。このため、C/P の基礎知識お

よび技術レベルが想定していたよりも低くなり、プロジェクト目標や活動内容の修正が必要

となった。 

 

(4) 外部条件の変化 

本プロジェクトの開始が遅れている間に、イロイロ市議会が市外から市中心部へのジープニ

ーの乗り入れ規制条例を施行され、イロイロ市内の交通管理が政治問題化したため、イロイ

ロ州及びギマラス州全体の都市交通管理能力向上を目指す本プロジェクトの活動に負の影響

を及ぼした。また、2008 年 6 月に発生した台風の被害が予想以上に大きく、活動日程及び活

動内容の調整を余儀なくされた。このような外部条件の変化が、一部のプロジェクト活動の

進捗の遅れやプロジェクト目標の修正につながった。 



 

 

3-5 提言 

(1) 交通管理 TWG を能力開発及び他の関係機関との接点として活用すること 

プロジェクト後半では、交通管理に関する能力向上だけでなく、プロジェクト目標である交

通管理アクションアジェンダの内容をプロジェクト終了後の各種地方計画に資するものにで

きるかどうかという点からも、C/P の積極的な貢献が重要である。毎週開かれる交通管理 TWG

会合は、官・民の関係者との意見や技術交換の場としても利用できることから、C/P の能力開

発の場としてのみならず、関係諸機関の十分な参加と支援を獲得し、連携と調整のメカニズ

ムが促進される場として活用することが期待される。 

 

(2) MIGEDC 事務局の参画を強化すること 

本プロジェクト目標が、LGU クラスターによる共通の問題への集合的アプローチを志向してい

ることからも明らかなように、MIGEDC 事務局のプロジェクトの参画は非常に重要である。調

査団は、MIGEDC 事務局のマンパワーが非常に限られていることは十分承知しているが、本プ

ロジェクトの成果や自立発展性を高めるためには、どうしても MIGEDC 事務局がより積極的に

プロジェクトに関わり、より大きな責任を引き受けていくことが必要である。 

 

(3) 交通管理アクションアジェンダの策定 

交通管理アクションアジェンダは、プロジェクトの自立発展性をも左右する重要な要素であ

る。プロジェクト後半では、C/P が同アクションアジェンダの分析、選定、評価において、よ

り積極的な役割を果たすようになることが期待される。交通管理アクションアジェンダの具

体的内容および責任分担については、できるだけ早い時期に交通管理 TWG 会合で話し合い、

C/P と日本人専門家との間で合意する必要がある。 

 

(4) 外部関係者からより多くの参加および支援を得ること 

実現可能性が高く、できるだけ多くの交通関係者・利用者に受け入れてもらえるような交通

管理アクションアジェンダを策定するためには、策定過程でできるだけ多くの関係者の意見

を取り入れることが重要である。このため、交通管理 TWG 会合やプロジェクト活動の際に、

適宜、関係者・関係諸機関の参加を求め、プロジェクト活動に関する情報を十分伝達して、

関係者や関係諸機関間の調整が促進されるよう留意していく必要がある。 

 

(5) PDM の改訂 

現行 PDM の主要な問題点をまとめ、これを参考にチーム内で協議し、速やかに JCC の承認を

得るよう提言する。 

 



 

中間レビュー調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：フィリピン 案件名：イロイロ州地域活性化・LGU クラスター

開発プロジェクト（沿岸資源管理サブプロジェク

ト） 

分野：地方行政 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：フィリピン事務所 協力金額： 

協力期間 協力期間 3年間 

2007.10～2010.10 

先方関係機関： 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：なし 

1-3 協力の背景と概要 

 フィリピン国(以下「フィ」国)では、1991 年に制定された地方自治法の下、住民への基本的

な公共サービスの提供義務が地方自治体（LGU）に移管された。しかし、それから 15 年以上経た

現在でも、多くの LGU は財政面・人材面の困難から移譲された事業を効果的に実施できていない

現状がある。このような状況下で、近隣地域共通の課題に対処し、資源や技術をプールし、各

LGU 単体では対応困難な業務を効果的に実施するための近隣自治体の連合体（LGU クラスター）

が各地で形成されている。 

本サブプロジェクトの実施機関であるバナテ湾資源管理評議会（BBRMCI）は、イロイロ州北東

部バナテ湾・バロタック湾周辺の 4 町で構成される、農漁村開発の課題解決を目的とする LGU

クラスターである。BBRMCI は、メンバーLGU の拠出金により関係機関と調整するための事務局を

設置し、LGU 間共通の課題に対する調整や技術支援を行っている。 

イロイロ州周辺のヴィサヤ海は有数の漁業地域であるが、マングローブ林やさんご礁の破壊を

伴う沿岸環境破壊や違法漁業が多発し、環境問題が深刻化すると共に、農漁村資源の減少に伴う

住民の収入減少が顕在化してきている。本サブプロジェクトは、BBRMCI 及び構成 LGU に対する

技術移転を通じて LGU クラスターによるバナテ湾・バロタック湾沿岸地域の沿岸資源管理を強化

することを主目的とし、さらに、構成 LGU 間の調整や協力機能の向上を通して、クラスター全体

としての地方型広域行政能力強化を狙っている。 

 

1-4 協力内容 

(1)上位目標 

 イロイロ州において、持続的な沿岸資源管理のための LGU クラスターが機能する。 

 

(2)プロジェクト目標 

 イロイロ州バナテ湾・バロタック湾地域における LGU の連携による沿岸資源管理システムが強

化される。 

 

(3)成果 

1) 包括的沿岸資源管理システムの基盤が強化される。 

2) 訓練と普及活動により BBRMCI と関係機関の能力が強化される。 

3) 沿岸資源管理活動が強化される。 

4) 沿岸資源の持続的利用と資源保全活動が奨励される。 

 

(4)投入（中間評価時点で確定している投入） 

   日本側： 

    専門家派遣 5 名           

機材供与  研修及び沿岸資源管理に必要な施設・設備・機材 

ローカル・コンサルタントの雇用および等の再委託 

   相手国側： 



 

    人材配置： カウンターパート 9名 

    施設提供：専門家執務スペース、 

ローカルコスト負担：BBRMCI 事務所の運営費、C/P 交通費、沿岸資源管理活動費 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括：               岩上憲三（JICA フィリピン事務所次長） 

沿岸資源管理：   山尾 政博（広島大学大学院生物圏科学研究科 教授）

地方行政/協力企画： 笠井久美子（JICA フィリピン事務所 企画調査員） 

評価分析：           佐久間美穂（（財）国際開発センター） 

調査期間 2009 年 2 月 5 日～2009 年 3 月 2 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

(1)成果の達成度 

成果 1 

成果 1は、中間レビュー時点で部分的に達成されている。 

・第 1年次に、沿岸環境調査、沿岸資源利用状況調査が実施された。これら 2つの調査の結

果は沿岸環境・資源利用調査報告書に一括され、2008 年 8 月に出版された。調査により沿

岸環境の現状把握に有用な指標が明らかになり、沿岸コミュニティの社会経済的特徴が明

確になった。  

・対象 4 町の全ての沿岸バランガイ（31）にて参加型沿岸資源調査（PCRA）が実施され、沿

岸部住民および漁民の沿岸資源管理に対する意識が高められた。調査の結果は、沿岸バラ

ンガイ PCRA 報告書とバランガイ・プロファイル報告書にまとめられた。 

・しかし、これら調査結果のデータ入力と分析、及びコミュニティへのフィードバックは、

中間レビューの時点ではまだ十分実施されていなかった。この点がプロジェクト後半での

課題となろう。また、BBRMCI マスタープランの見直しと包括的沿岸資源管理計画の改訂に

ついても、調査の結果に基づき、プロジェクトの後半で検討される予定である。 

 

成果 2 

成果 2は、中間レビューの時点でほぼ達成されているが、プロジェクト後半に実施予定の研

修やセミナーを通じてさらに強化されていく見込み。 

・バランガイの職員や BFARMC 委員長らを対象に、4 町それぞれで沿岸資源管理（CRM）・プロ

ジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）ワークショップが BBRMCI のスタッフを中心に

企画され、実施された。BBRMCI のスタッフは、中間レビュー時点で、既に自分たちだけで

PCM ワークショップを準備し、実施できるようになった。 

・BBEMCI がコミュニティのニーズに基づいて、魚の加工法の紹介を企画し、バロタック・ヌ

エボ町でこれを実施した。同様に、小エビのペースト造りについても、ワークショップを

アニラオ町で開催する準備が進められている。  

 

成果 3 

成果 3はプロジェクト前半の諸活動を通じて部分的に達成されている。  

・供与された調査用ボートを活用して、週 3回のペースで違法漁業取締りのパトロール活動が

続けられている。沿岸コミュニティでのインタビュー調査を通じて、過去 1年半の定期的な

パトロールにより、違法漁業が減少し沿岸資源が増殖していると、沿岸住民が感じているこ

とが明らかになった 

・バランガイのリーダーや住民が沿岸資源管理の問題に対する意識を高めていることがイン

タビュー等から窺えた。CRM や PCM ワークショップが 4 町それぞれで開催され、バランガ

イ役員や BFARMC 委員長らが各コミュニティの海洋保護地域（MPA）保護計画を立案した。

これらの計画の一部は、次年度の活動で実施される。 

 



 

成果 4 

成果 4については、中間レビュー時点で期待される程度の成果は達成されているが、定量的な

成果指標ばかりなので、指標の追加或いは修正も今後の課題となろう。  

・BBRMCI のウェブサイトは予定通り準備済みであるが、JICA 内部でのウェブサイトに関する

調整が必要なため、まだ一般からアクセス可能な状態にはなっていない。 

・2008 年度はニュースレター（第 1-3 号）が発行され、3 種のポスターとパンフレットが作成

された。 

 

(2)プロジェクト目標達成の見込み 

LGU クラスターを通じた沿岸資源管理システムは、本プロジェクトの活動を通じてかなりの

程度強化されたと言える。しかし、最終的にどこまでプロジェクト目標が達成できるかを現

時点で正確に予測することは難しい。BBRMCI は、複数の LGU の意思に基づいて設置された

LGU クラスターであり、各 LGU が集合的な沿岸資源管理行政を継続しようという政策を取り

続ける場合のみ、存在する。2010 年 5 月には地方選挙が実施される見込みであることから、

政治的な要素が本プロジェクトに与える影響に注意しながら、プロジェクト後半の活動を進

めていく必要がある。  

 

3-6 評価結果の要約 

(1)妥当性 

本プロジェクトは、中間レビュー時点でもフィリピンの開発政策及び日本の ODA 政策、フィ

リピン社会のニーズに合致しており、妥当性は高い。 

 

(2)有効性 

プロジェクト目標の達成は後半の活動成果如何に大きく負っているため、中間レビュー時点

で有効性を判断するにはやや時期尚早と考えられる。しかしながら、プロジェクト前半の活

動を通じて一定の成果があがってきており、プロジェクト後半で、予定通り活動を推進し、

成果を上げることができれば、プロジェクト目標は十分達成される見込みである。 

 

(3)効率性 

本プロジェクトは効率的に実施されている。 

投入は、十分活用されており、期待される成果の産出に貢献している。特に、供与された施

設、設備、資機材は日常的に活用されており、維持管理状況も良好である。ローカル人材の

活用など少ない投入で成果をあげる工夫がなされており、BBRMCI のネットワークもプロジェ

クトを効率的かつ効果的に進める上で役立っている。他方、プロジェクト前半では、時間的

にも人員・予算的にもバランガイ・レベルでの投入が増加し、ややバランスを欠いた。 

 

(4)インパクト 

本プロジェクトでは、後半にインパクトにつながる活動が集中しているため、現時点で上位

目標の達成見込みを評価することは難しい。上位目標の達成可能性を高めるためには、BBRMCI

の構成 LGU 及びイロイロ州政府からさらなる理解と支援を獲得し、プロジェクト後半の活動

を通じて、BBRMCI の経験を他のクラスターに普及するオペレーション・マニュアルなどのツ

ールを完成させ、ワークショップや広報を通じた普及活動に力を入れていく必要があろう。 

 

(5)自立発展性 

中間レビュー時点では、一般的な観点から自立発展性の見込みを推測するにとどめる。 

組織面、技術面、財政面での自立発展性は、BBRMCI を構成する LGU からの支援が継続する限

り、十分見込まれる。しかしながら、BBRMCI は LGU クラスターであり、構成 LGU の政策（首

長）が変われば、解散される可能性もある。プロジェクト終了後の自立発展性を高めるために



 

も構成 LGU およびイロイロ州政府からの継続的な支援獲得が不可欠である。 

 

3-7 効果発現に貢献した要因 

(1) カウンターパートのモチベーションの高さ 

カウンターパートは業務に対する意欲が高く、日本人専門家との協力関係も非常に良い。さ

らに、本プロジェクトによる研修施設の建設や調査用ボートの供与など、物質的な面での投

入も彼らのモチベーションを大いに高めており、短期間で質の高い成果を上げるのに貢献し

ている。 

 

(2)  BBRMCI の 10 年以上にわたる沿岸資源管理活動経験 

BBRMCI は、10 年以上にわたって地域の沿岸資源管理を続けてきたことから、活動に必要な基

本的知識や実践経験を有し、地域にネットワークを構築している。研修やワークショップの

企画・実施に財政支援をしてくれる公官庁や NGO、技術や研修講師を提供してくれる大学や専

門機関など、そのネットワークは幅広く、本プロジェクトの活動を円滑に進める上でも非常

に有用である。 

 

(3) イロイロ州政府の支援 

  イロイロ州政府は、本プロジェクトの円滑な実施に大きく貢献してきた。州政府は、BBRMCI

による沿岸資源管理活動を州開発計画に包摂しており、BBRMCI の事例をグッドプラクティス

として、州内の他の LGU の再活性化に役立てたいと考えており、本プロジェクトへの期待も

大きい。州政府は、BBRMCI の違法漁業取締り活動を積極的に支持するだけでなく、 

予算補助やマンパワーの補填（州農業局から職員 4名を BBRMCI に出向中）など、年々BBRMCI

への支援を増やしてきている。 

 

3-8 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 政治情勢 

政治派閥間の対立を背景に、バロタック・ヌエボ町は 2008 年以降、BBRMCI への分担金の支

払いを停止し、BBRMCI に出向させていた職員を農業課に引き上げている。また、現実には違

法漁業の取締り活動にも地方政治家の意向を無視できない側面があり、政治情勢がプロジェ

クト活動の進捗や効果の発現にマイナスの影響を与えていると考えられる。 

 

(2) 活動絞り込み戦略の不足 

本プロジェクト前半では、PCRA の対象バランガイ数が当初の 8 から全沿岸バランガイ 31 に

拡大するなど、時間的にも人員・予算的にもバランガイ・レベルでの活動への投入が増加し

た。そうした活動は、沿岸バランガイの基本データ収集や住民の沿岸資源管理への関心を高

めることには貢献したが、これまでの BBRMCI の業績と経験を最大限に活用して、モデル化、

一般普及化に資するための活動（オペレーション・マニュアル作成等）は遅れ気味になった。 

 

(3) 日本人専門家不在時のコミュニケーション不足 

日本人専門家の現地派遣期間が期待される成果の大きさに対してやや短いのに加え、プロジ

ェクト対象地が地方部にあることから（調達に時間がかかる、インターネット接続が不安

定）、当初、プロジェクト・チーム内のコミュニケーションは必ずしも円滑ではなかった。

しかし、こうした不備を補うために常駐のローカル・リサーチ・アシスタントを配置したこ

とで、コミュニケーションの問題は大幅に改善され、活動の進捗管理にも効果が認められた。

常時利用可能なコミュニケーション手段の不在と日本人専門家の派遣期間の短さは、今後も

プロジェクトの成果発現を阻害する要因の一つであると考えられる。 

  

3-9 提言 



 

(1) BBRMCI のこれまでの業績や経験を最大限に活用すること 

フィリピン国内でも、10 年以上にわたって LGU クラスターによる沿岸資源管理を継続してい

る事例は非常に少ない。BBRMCI は既に 12 年の歴史を持っていることから、これまで積み重ね

てきた業績や経験を最大限に活用し、近隣 LGU にも参考になる形にまとめて提供していくこ

とが重要である。 

 

(2) バランガイ・レベルへの過度な投入を避けること 

プロジェクト前半では、当初 8 つのバランガイで実施する予定であった PCRA を 31 の全沿岸

バランガイで実施するなど、活動の相当部分がバランガイ・レベルの活動に割かれた。その

結果、BBRMCI の本来業務に支障がでてきており、また、オペレーション・マニュアルの作成

など普及準備の活動が若干ずれ込んだ感がある。プロジェクト後半では、バランガイ・レベ

ルへの過度な投入を避け、プロジェクト目標及び上位目標の達成に焦点を絞って戦略的に活

動を進めるよう提言する。  

 

(3) 州政府/町政府からのさらなる支援を獲得すること 

BBRMCI は、構成 LGU の行政機構の一部として沿岸資源管理分野の政策策定やサービス提供を

担っている。沿岸資源管理の問題は、BBRMCI の活動だけで解決できるものではなく、産業振

興、教育、保健など様々な分野における行政政策と行政サービスとの協調と調整の中でより

効果的に改善されていくものであろう。したがって、プロジェクト目標及び上位目標の達成

可能性を高めるためにも、町政府や州政府との連携をより強化し、プロジェクトに対するよ

り多くの理解と支援を獲得していくことが重要である。 

 

(4) 沿岸資源調査や社会経済調査の結果を有効に活用すること 

プロジェクト第 1 年次に作成された各種調査報告書には、沿岸環境データや社会経済データ

が含まれている。これらのデータは、BBRMCI のマスタープランの見直しや包括的沿岸資源管

理計画の改訂の基盤となるものである。しかしながら、中間レビューの時点では、データの

入力・分析が不十分であり、コミュニティへの調査結果のフィードバックも実施されていな

かった。一部のデータ収集は継続中であるが、収集済みデータは速やかに BBRMCI のデータベ

ースに蓄積し、今後の活動や評価・モニタリングに有効に活用できるよう、整理しておくこ

とを提言する。  

 

(5) 戦略的な広報活動を強化すること 
学生や関連 NGO、住民組織等に対する沿岸資源管理に関する広報及び啓蒙活動（IEC）は、BBRMCI

の通常活動の一つである。調査団は、プロジェクトの残り期間を使って、より戦略的な広報

活動を強化することを奨励する。対象地域の住民、特に漁民は、日常的に現地語（イロンゴ

語）を使用しているので、ポスターやパンフレットは現地語版の配布が望ましい。 

 

(6)  PDM の指標を見直すこと 

 指標の一部に改善の必要なものが散見される。プロジェクトの成果をより効果的に測定できる

よう、可能な範囲で再検討することを提言する。 

 
 
 
 
 
 
 



 

第 0 章 プロジェクト実施の背景 
フィリピンで本格的な地方分権が始まったのは、1991 年の地方自治法（“The Local Government 

Code of 1991 ” Republic Act No. 7160）が施行されて以降と考えることができる。この法律は、1987
年施行のフィリピン憲法において「すべての地方自治体は自治権を有する」と定めたことに基づ

いており、1992 年 1 月 1 日をもって発効された。 
同法の目的は中央の権限集中抑制による地方開発の効率化、中央から地方への適正な資源配分

及び促進による地域格差の是正、住民参加促進による地方主体の開発促進であり、保健医療・経

済基盤整備・農業普及・社会福祉・環境政策・観光開発等の分野中心に権限委譲がなされ、職員、

資産、施設、資機材も移管された。 
同法により、①地方自治体の各階層（州、市、町、バランガイ）の機能の定義、②中央政府と

地方自治体間の内国歳入税・その他税の配分、③地方自治体の課税権限強化、④地方自治への市

民参画等が具体的に定められ、公共サービス提供等の機能は基本的に地方自治体に移されること

になった。 
こうして、フィリピンでは、地方分権化で地方自治体に権限事務が移譲されたが、それに伴う

予算や技術の限界という現実に直面してきた。こうした問題に対処するため、地域によって共通

の問題やニーズに対応するために地方自治体間で覚書（Memorandum of Agreement：MOA）を結

んで連合体を結成し、共通の課題に取り組む例が見られる。 
日本でいう広域行政を実施するためのそのような地方自治体連合は、フィリピン共和国憲法及

び地方自治法 3 にも認められた権利であり、フィリピンでは通常これを「alliance（連合化）」、

「clustering（クラスター化）」と呼んでいる。 
要請当時、イロイロ州内には、イロイロ都市圏・ギマラス経済開発審議会（Metro Iloilo-Guimaras 

Economic Development Council：MIGEDC）、バナテ・バロタック湾資源管理評議会（Banate Barotac 
Bay Resource Management Council, Inc.：BBBRMCI）、南部イロイロ沿岸資源開発連合（Southern Iloilo 
Alliance for Coastal Resource Development）、第 2イロイロ統合地域開発（The 2nd Iloilo Integrated Area 
Development）、北部イロイロ沿岸開発連合（Northern Iloilo Alliance for Coastal Development）の 5
つの地方自治体クラスター（以下、「LGU クラスター」）が存在していた。しかし、それぞれの LGU
クラスターにより活動レベルは様々であり、組織化が始まったばかりの段階にあるところもあれ

ば、具体的なプロジェクト実施段階にきているところもあった。本来これらの LGU クラスターを

管理監督し、連合間の活動や利害関係を調整するのはイロイロ州政府の役割であるが、これまで

州政府は少額の資金援助と会議等への専門家派遣以外には特に行動をとっておらず、その結果、

各 LGU クラスターはそれぞれの目的と利害に基づきばらばらに活動している状態であった。 
このような LGU クラスターのなかで、MIGEDC と BBBRMCI は、先進事例として他の連合体

に移転できる経験を積み上げており、州政府はこれら評議会をそれぞれ都市型行政管理、沿岸資

源管理において州政府のイニシアティブを確立するための出発点としたいと考えた。 
そのため本プロジェクトは、第一義的には MIGEDC と BBBRMCI のプロジェクト・マネジメン

トを強化することを目的としているが、上位目標としては両クラスターを都市型クラスター・モ

デルと沿岸型クラスター･モデルとして構築し、州内の他の LGU クラスターや他地域のクラスタ

ーにもその経験を共有していくことを視野に入れている。この意味において、州政府（特に開発

計画局）の LGU クラスター間の調整能力の強化も広義の目的としている。 
こうした背景から、本プロジェクトは、イロイロ州政府開発計画局（PPDO）をプロジェクト調

整窓口として合同調整委員会（JCC）を設置し、MIGEDC 事務局、BBBRMCI 事務局に各技術作

業部会（TWG）を形成して、それぞれのサブ･プロジェクトを実施してきた。 
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＜都市交通管理サブプロジェクト＞ 
第１章 中間レビュー調査の概要 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

フィリピン国(以下「フィ」国)では、1991 年に制定された地方自治法の下、住民への基本

的な公共サービスの提供義務が地方自治体（LGU：Local Government Unit）に移管された。

しかし、それから 15 年以上経た現在でも、多くの LGU は財政面・人材面の困難から移譲され

た事業を効果的に実施できていない現状がある。このような状況下で、近隣地域共通の課題

に対処し、資源や技術をプールし、各 LGU 単体では対応困難な業務を効果的に実施するため

の近隣自治体の連合体（LGU クラスター）が各地で形成されている。 

本プロジェクトの実施機関であるメトロ・イロイロ-ギマラス経済開発評議会（MIGEDC）と

バナテ湾資源管理評議会（BBRMCI）も、MIGEDC がイロイロ市と周辺 5 町及びギマラス州から

構成する都市開発における課題解決のためのクラスター、BBRMCI がバナテ湾周辺の４町で構

成する農漁村開発の課題解決のためのクラスターであり、それぞれにメンバーLGU の拠出金

により関係機関と調整するための事務局を設置し、LGU 間共通の課題に対する調整や技術支

援を行っている。 

プロジェクト対象地であるイロイロ州は、フィリピン中部パナイ島に位置し、イロイロ州

に 2市 42 町を擁する。都市地域と沿岸部を含む農山漁村地域に大別され、セブに次ぐヴィサ

ヤ地域の政治・経済の中心地として急成長中のイロイロ市を有する一方、周辺のヴィサヤ海

は有数の漁業地域である。しかし、都市化が進むにつれ、幹線道路網や地方道路が総合的な

計画無しに整備される一方で、地域的な交通管理計画の遅れが目立つようになってきており、

都市及び周辺地域の総合的な発展に支障をきたしている。一方、農山漁村地域では、マング

ローブ林やさんご礁の破壊を伴う沿岸環境破壊や違法漁業が多発し、環境問題が深刻化する

と共に、農漁村資源の減少に伴う住民の収入減少が顕在化してきている。 

本プロジェクトは、LGU クラスター活動を通した地域活性化の試みとして、また、それぞ

れの地域の LGU 協働による開発や環境事業計画などの立案、実施、及び運営指導のノウハウ

を確立するため、メトロ・イロイロ地域とバナテ湾沿岸地域の 2 つの LGU クラスターを実施

機関として、各クラスター事務局機能の向上と各メンバーLGU 関係職員の技術能力向上を図

るために実施するものである。 

また、本プロジェクトでは、1つのプロジェクトの下、MIGEDC における「都市交通管理改

善」・BBRMCI における「沿岸資源管理」のそれぞれの課題解決のための LGU クラスター開発

のサブプロジェクトを実施している。 

本調査団は、プロジェクト協力期間の中間地点を迎えて、これまでの活動と成果の実績を

確認し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に基づき評価を

行い、今後の活動の方向性について関係者の合意形成を図るため、以下の方針を以って中間

レビューを実施した。 

1) 活動計画に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を調査・確認し、

問題点を整理する。 

2) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、プロ

ジェクトの中間レビューを行い、プロジェクト・チームおよび関係機関に対して提言

を行い、今後の活動計画の方向性について協議する。 

3) 本調査の協議結果を双方の合意事項としてミニッツおよび中間レビュー報告書に取り
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まとめる。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 名前 

総括 岩上 憲三（JICA フィリピン事務所 次長） 

副総括/交通管理計画 勝田 穂積（JICA ベトナム事務所広域企画調査員 国際協力専

門員） 

地方行政/協力企画 笠井久美子（JICA フィリピン事務所 企画調査員） 

評価分析 佐久間美穂 （財団法人国際開発センター） 

 

１－３ 調査日程 

 別添資料参照。 

 

１－４ 主要面談者 

・JICA プロジェクト・チーム 
総括/地方行政/都市計画 中村 昭夫 
交通管理 宮川 朝一 
住民参加/研修 Prof. Lorenza Padojinog 
リサーチ・アシスタント JeriLee Pachoco-Cmeña 
ローカル・コンサルタント Manny Arguelles 
  
・MIGEDC 事務局 
事務局長 Jose Roni Peñalosa 
事務局長補 Cristina Octavio 
局員 Rhodora Katipunan 
  
・MIGEDC-JICA 交通管理技術作業グループ（TWG：Technical Working Group） 
委員長 Jose A.Tengco 
 Engr. Ernesto Ticao 
 Engr. Ronilo Guillem 
 Hilario Millado 
 Elmer Fanco 
 Archt. Hermicito Gotera 
 Mitz Antiquena 
 Engr. Ninford Raymundo 
 Engr. Gerry Villarina 
 Engr. Robert Dumanil 
 Rhodora Katipunan 
 SPO3 Fausto Amar, Jr.  
 PO3 Romeo Sumagaysay, Jr.  
 PO2 Victor Laña 
 SPO2 Agosto Capalla 
 PO3 Romulo Simpas 
 P/Supt. Leo Becerial 
 Capt Robert Bob Foerster 
  
・イロイロ市政府 
イロイロ市長 Hon. Jerry P. Treñas 
イロイロ市議会議員 Dr. Erwin Plagata 
イロイロ市長室、行政補佐官 Mitz Antequera 
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１－５ 調査の手順と調査項目 

本評価調査では、日本側調査団が「JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）」に沿って、妥

当性、効率性を現状と実績に基づいて検証し、有効性、インパクト、自立発展性についても

活動状況や実績に基づき、可能な範囲で検討した。 

 

１－５－１ 調査の手順 

(1) 資料レビュー、評価グリッドの作成 

 国内準備期間中に、事前評価調査報告書、インセプション・レポート、研修レポート、プ

ロジェクトが作成した参考資料等をレビューして現地での調査項目及び情報収集方法を検

討し、評価デザインとして評価グリッドを作成した。 

 

(2) 質問票の作成・回収 

 現地調査に先立ち、評価分析団員が評価グリッドを基に、C/P や専門家チームなど関係者

に対する質問票を作成し、現地調査時（或いは、事前に書面で）回答を回収し、分析を行っ

た。また、対処方針案で挙げられた調査ポイントに沿って、対面用の質問案を作成した。 

 

(3) プロジェクト関係者との面談、聞き取り調査、現地視察 

 上記質問票調査を補う形で、現地にて C/P や専門家チーム、MIGEDC メンバーLGU の首長や

地方議会議員など関係者に対する聞き取り調査を行った。また、MIGEDC メンバーLGU の交通

管理ポイントや社会実験実施サイトを視察した。 

 

(4) プロジェクト関係者への調査結果報告 

 評価調査結果を調査団内で詳細に検討し、評価調査報告書(英文)として取り纏めた。2009

年 2 月 19 日、中間レビュー結果共有会を開催し、C/P 及び JICA 専門家ら関係者にレビュー

結果を報告した。また、2月 27 日、調査団と MIGEDC 事務局との間でミニッツの署名・交換

を行った。 

 

１－５－２ 調査項目 

(1) 実績の確認 

 投入実績、成果の達成度、プロジェクト目標の達成見込みを確認した。 

 

(2) 実施プロセスの確認 

プロジェクト活動の進捗、モニタリング状況、プロジェクト関係者間の協力関係、外部条

件の影響等を確認した。 

 

(3) 5 項目評価 

項目 視点 

妥当性 

（relevance） 

プロジェクトの計画内容は受益者のニーズと合致しており必要性

が高いか、相手国の開発政策および日本の援助政策と整合性があり

高い優先度が認められるか、また、対象分野・セクターの問題や課

題の解決策として適切かなどを問う。 

有効性 プロジェクトで計画した効果（プロジェクト目標）は達成されてい
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（effectiveness） るか、また、それはプロジェクトの活動の結果もたらされたものか

などを問う。  

効率性 

（Efficiency） 

アウトプットもしくはプロジェクト目標について、より低いコスト

で達成する代替手段はなかったか、あるいは同じコストでより高い

達成度を実現することはできなかったか、また、投入はタイミング

よく実施されたかなどを問う。  

インパクト 

（Impact） 

プロジェクトで計画した長期的・間接的な効果（上位目標）は達成

されているか、予期していなかった社会経済的な正・負のインパク

ト（波及効果）はあるかなどを問う。  

自立発展性

（Sustainability） 

プロジェクトが目指していた効果（プロジェクト目標、上位目標）

は協力終了後も持続するかについて、技術・組織・財務などの視点

から問う。  

 

(4) 促進・阻害要因の抽出 

 収集したデータを分析し、プロジェクト実績の貢献・阻害要因を抽出した。 

 

(5) 提言 

評価結果を踏まえ、プロジェクトの改善に向けた提言を行った。 
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第２章 プロジェクトの概要      
 

２－１ プロジェクトの基本情報  

案件名：   イロイロ州地域活性化・LGU クラスター開発プロジェクト（都市交通管理サ

ブプロジェクト） 

援助形態：  技術協力プロジェクト（業務実施契約型） 

所轄部署：  フィリピン事務所 

先方関係機関：イロイロ都市圏・ギマラス経済開発審議会（MIGEDC） 

協力期間：  3 年間（2007.10～2010.10） 

 

２－２ 本プロジェクトのデザイン 

上位目標 

持続可能な交通管理計画及び交通管理がイロイロ都市圏・ギマラス地域で効果的に実施され

る。 

 

プロジェクト目標 

イロイロ都市圏・ギマラス地域における交通管理計画が LGU、関係省庁、民間セクター等関

係者の参加を得て策定される。 

 

成果 

1) イロイロ都市圏の交通データが収集され、分析され、公開される。 

2) 住民参加の下で交通問題が検討され、交通管理オプションが選定される。 

3) 交通管理に関する社会実験が実施され、住民や関係民間セクター参加の下で評価される。 

4) 本プロジェクトの研修及び活動への参加を通じて、MIGEDC 事務局と MIGEDC 加盟 LGU の

能力向上が図られる。 

 

活動 

1-1. 主要な交通管理アクターの能力および現在のマニラ首都圏における交通情報が調査さ
れる。 

1-2. 収集されたデータが集約され、公開される。 
2-1. 交通関係者（供給側・管理側）や住民（利用側）の参加を通じて関係者交通管理の問

題点とニーズが分析される。 
2-2. データ分析を通じて、暫定計画策定のための交通管理オプションが選定される。 
3-1. 公聴会を通じてデモ・プロジェクトと実施サイトが選定され、社会実験サイクル（Plan, 

Do, Check, Act)が実施される。 
3-2. 交通関係者(車両、通行人、路上商人等)を対象とした社会実験が効果的に実施される。 
3-3. 社会実験の結果が測定・評価検討され、社会実験プロセス・マニュアルが策定される。 
3-4. 社会実験の結果に基づき、包括的交通管理計画が策定される。 
4-1. 交通管理調査分析に関するセミナーおよび訓練(OJT）が実施される。 
4-2. 社会実験サイクルに関するセミナーと訓練(OJT）が実施される。 

4-3. 国内の交通管理グッド･プラクティスから学ぶためのセミナーが実施される。 
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２－３ PDMについて 

 

本プロジェクトの PDM は、事前評価調査時に作成された Ver.0 のまま、中間レビュー時点

まで変更されていない。 

しかしながら、プロジェクト開始時点の状況が、事前評価調査時点での想定と異なってい

たことから、PDM の見直しが行われた。想定外の外部条件としては、次の諸点が挙げられる。 

 

１）本プロジェクトの開始が遅れている間に、イロイロ市長直轄委員会として「イロイロ市

交通問題に関するタスクフォース」が結成され、イロイロ市における交通政策（独自政

策）策定を開始した。また、イロイロ市が大幅な市外から市中心部へのジープニーの乗

り入れ規制条例を施行したことから、交通渋滞は事前調査時点に比べて緩和された一方、

市外の交通関係者との利害が対立し、イロイロ市内の交通管理が政治問題化する事態と

なった。このため、イロイロ州及びギマラス州全体の都市交通管理能力向上を目指す本

プロジェクト・チームは、MIGEDC メンバーLGU との調整に非常に労を要した。 

２）当初、C/P としては各 LGU の開発計画調整課長および工務課長を想定し、先方への技術

移転計画として、ワークショップを週 1 回実施することを予定していた。しかし、他の

業務との兼ね合いから、課長レベルの活動参加は困難とされ、現実的な C/P として課員

レベルおよび交通担当警察官が配置された。このため、C/P の基礎知識および技術レベ

ルが想定していたよりも低くなった。 

３）2008 年 6 月に発生した台風の被害が予想以上に大きく、活動日程及び活動内容の調整を

余儀なくされた。 

 

こうした外部条件の変化を踏まえ、2008 年 9 月に運営指導調査が実施され、調査の一環

としてプロジェクト関係者を集めたワークショップが開催された。話し合いが進むにつれ、

JICA フィリピン事務所および JICA 専門家が本プロジェクトの目標は「交通管理にかかる能

力向上」であると R/D で合意されている旨再三説明してきたにもかかわらず、比側プロジェ

クト関係者が「交通管理」だけでなく、「交通インフラ整備」にかかる能力向上も含まれる

と誤解していること、また、C/P の考える「交通管理計画」は単なる計画ではなく、予算執

行を伴う実施計画であることが明確になったことから、プロジェクト目標の再検討が行われ

た。 

その結果、2008 年 9 月時点での C/P の限られた交通管理に関する知識と経験で、限られ

たプロジェクト期間内にそこまで実効性の高い「計画」を策定するのは難しいと専門家チー

ムは判断し、C/P も納得した。最終的に、プロジェクト目標を「交通管理計画」の策定から、

「交通インフラ整備計画」を含まない「交通管理アクションアジェンダ（予算の裏付けを伴

わない計画案）」の策定に変更することで両者は合意した（活動 3-4 の該当部分も同様）。PDM

の修正については、本調査団からの提言も含めて関係者間で検討し、JCC に提案することと

なっている。 

以上の経緯から、本調査では、PDM（Ver.0）を PDMe として利用し、プロジェクト目標につ

いては、「交通管理計画」ではなく「交通管理アクションアジェンダ」の策定を目指している

ことを念頭においてレビューを行った。 
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第３章 プロジェクトの実績・実施プロセス     
 

３－１ プロジェクトの実績 

 

３－１－１ 投入実績 

(1) 日本側投入 

1) 専門家 

延べ 5 名の専門家（総括/地方行政/都市計画、交通管理、住民参加/研修、交通調査/

交通分析）が派遣された。 

 

日本人及びフィリピン人専門家の派遣状況 

名前 担当 機関 

中村 昭夫 総括/地方行政/都市計画 

FY2007 
10/05/2007-11/03/2007 

01/31-02/29/2008 

FY2008 

05/18/2008-06/06/2008 

09/01/2008-09/20/2008 

10/21/2008-11/25/2008 

01/27/2009-03/05/2008 

宮川 朝一 交通管理 

FY2007 

10/15/2007-10/21/2007 

11/27/2007-12/04/2007 

02/15/2008-02/29/2008 

FY2008 

05/26/2008-06/24/2008 

09/16/2008-10/04/2008 

10/08/2008-10/15/2008 

01/30/2008-02/20/2008 

02/28/2008-03/10/2008 

フセイン 

S. リダサン 
住民参加/研修 FY2007 

10/09/2007-10/12/2007 

11/01/2007-11/02/2007 

11/06/2007-11/09/2007 

11/27/2007-11/30/2007 

01/24/2008-01/28/2008 

02/09/2008-02/13/2008 

ロレンザ 

B. パドヒノ

グ 

住民参加/研修 FY2008 

05/18/2008-06/01/2008 

07/16/2008-07/30/2008 

08/26/2008-09/09/2008 

09/12/2008-09/17/2008 

09/22/2008-09/26/2008 

12/01/2008-12/15/2008 

01/20/2009-03/07/2009 

飯尾 彰敏 交通調査/交通分析 FY2008 

05/18/2008-06/11/2008 

10/22/2008-11/20/2008 

01/10/2009-01/21/2009 

 

2) ローカル・コンサルタント及び現地再委託 

本プロジェクトでは、社会実験実施支援担当ローカル・コンサルタントを雇用し、社会

実験に必要な簡易工事（路上白線マーキング等）及び社会実験上必要な交通調査を現地
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コンサルタント会社に再委託した。また、現地関係諸機関の能力調査、交通情報調査を

フィリピン大学ヴィサヤ校財団（UPVFI）に、交通計画、交通工学、交通管理にかかる

基本研修の実施をフィリピン大学ディリマン校国立交通研究センター (UP-NCTS)に、そ

れぞれ委託した。 

  

3) 機材供与 

事務機器及び社会実験に必要な機材が MIGEDC に供与された。各機材は登録され、良

好な状態に維持されている(下表、機材 No.16 については、中間レビュー時点で登録

が未了であった)。 

No. 機材 機種 数量 到着日

1 Desk Top Computer with UPS Power Express 1 Feb. 13, 2008
2 Lap Top Computer Acer Travelmate 6291- 1 Feb. 13, 2008
3 Inkjet Printer Epson Stylus C90 1 Feb. 13, 2008
4 Laser Printer Canon Laser Shot LBP3000 1 Feb. 13, 2008
5 USB Drive Pen Drive 1GB, Plug & play in

USB 2.0
2 Feb. 13, 2008

6 Fax Machine Panasonic KX-FT933CX 1 Feb. 13, 2008
7 Machine Copier/Printer SHARP ARM420U 1 Jan. 16, 2008
8 LCD Projector with document

camera
Toshiba TLPXC3000 1 Feb. 13, 2008

9 GPS Garmin GPSmap 76CSx 2 Feb.8, 2008
10 Digital Camera Powershot A650 1 Feb. 13, 2008
11 Traffic counter handheld 4 digit handheld counter 10 Feb.8, 2008
12 Protective Gear (mask, vests with

reflectionized marking /logos,
globes, caps)

Dust mask NP22A, Traffic
Vest with reflectorized
marking, Traffic gloves, Ball

20 Feb.8, 2008
(10 pairs of

gloves)
13 Transceiver ICOM IC-V8 6 Jun. 3, 2008
14 Micro Simulation Software McTrans Center　TSIS6.0 1 Jun. 3, 2008
15 Motercycle Suzuki SMASH110 1 Jun. 4, 2008
16 GIS Software ArcView ArcGIS 9.3 Floating

Licence
1 Feb. 10, 2009

 
 

(2) フィリピン側 

1) C/P の配置 

プロジェクト開始時には、MIGEDC 交通管理委員会のメンバーが C/P と位置づけられて

いたが、同委員会メンバーの一部は公選職（地方首長及び地方議会議員など）であり、

また交通担当警察官の参加も不足していたことから、技術移転の対象として不適当であ

ることが判明した。そこで、2008 年 9 月、MIGEDC-JICA 交通管理技術作業部会（以下、

交通管理 TWG と呼ぶ）が MIGEDC 交通管理委員会の下部組織として創設され、公務員 16

名（MIGEDC を構成する LGU の職員 9 名と警察官 7 名）が本プロジェクトの C/P として

配置された。 
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勤務地 市・町等職員 警察官 
レガネス町 Engr. Ninford Raymundo SPO3 Fausto Amar, Jr.  
オトン町 Engr. Ernesto Ticao PO3 Romeo Sumagaysay, Jr.  
パヴィア町 Engr. Ronilo Guillem PO2 Victor Laña 
サン・ミゲル町 Hilario Millado SPO2 Agosto Capalla 
サンタ・バーバラ町 Elmer Fanco PO3 Romulo Simpas 
ギマラス州 Archt. Hermicito Gotera P/Supt. Leo Becerial 
 
イロイロ市 
 

Mitz Antiquena  
Capt Robert Bob Foerster *Jose A.Tengco 

Engr. Gerry Villarina 
Engr. Robert Dumanil 

MIGEDC Rhodora Katipunan N/A 
* 交通管理 TWG 委員長 
 

2) プロジェクト運営費 

交通管理 TWG メンバーが活動に参加する際の交通費は、2007 年、2008 年ともに各 LGU が

負担した。また、MIGEDC は、2008 年度交通管理 TWG 会合開催費の一部（2-3 回分）、2008

年 5 月開催の交通計画ワークショップ開催費用を負担した。 

 

３－１－２ 活動実績 

 中間レビュー時点での活動進捗状況は次の通り。 

 

成果 1のための活動 

1-1主要な交通管理アクターの能力および現在のマニラ首都圏における交通情報が調査さ

れる。 

2007 年 10 月、関係諸機関の能力調査及び交通情報調査がフィリピン大学ヴィサヤ校財団

に再委託された。フィールド調査は 2007 年 12 月に実施され、報告書にまとめられた。 

 

1-2 収集されたデータが集約され、公開される。 

日本人専門家によりデータベース用フォーマットが用意された。データ入力は、日本人専

門家の指導のもと、MIGEDC 事務局スタッフにより行われる予定である。交通情報調査の

結果は、C/P 及び関係諸機関を集めた会合において日本人専門家から報告された。 

 

成果 2のための活動 

2-1 交通関係者（供給側・管理側）や住民（利用側）の参加を通じて関係者交通管理の問

題点とニーズが分析される。 

交通調査結果に基づき、日本人専門家が域内の交通管理イシューを特定した。数回にわた

る会合が開催され、日本人専門家が C/P 及び関係諸機関に対し、これらの交通管理イシュ

ーについて説明した。 

 

2-2 データ分析を通じて、暫定計画策定のための交通管理オプションが選定される。 

メトロ・イロイロ地域内の交通管理問題への対処方法オプションが日本人専門家により検

討され、2008 年 2 月及び 9 月に開催された公聴会で、交通の現状とともに議論された。
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議論を踏まえ、日本人専門家が地域の現状に適した交通管理オプションを選定し、C/P に

その内容を説明した。 

この頃までに、C/P の考える交通管理「計画 plan」は単なる計画ではなく、予算執行を伴

う実施計画であることが明らかになり、C/P の限られた交通管理に関する知識と経験で、

限られたプロジェクト期間内にそこまで実効性の高い「計画」を策定するのは難しいと専

門家チームは判断した。そこで、専門家チームと C/P は 2008 年 9 月にワークショップを

開き、交通管理「計画」ではなく、交通管理「アクションアジェンダ（予算の裏付けを伴

わない行動計画案）」をプロジェクト期間内に策定することをプロジェクト目標とするこ

とで合意した（活動 3-4 も参照）。 

   

成果 3のための活動 

3-1 公聴会を通じてデモ・プロジェクトと実施サイトが選定され、社会実験サイクル

（Plan, Do, Check, Act)が実施される。 

2008 年 9 月に開催された第 2回公聴会にて、社会実験の概念と交通管理オプション案が日本

人専門家より C/P 及び関係諸機関に説明された。公聴会の参加者から出された社会実験につい

てのコメントや意見は、交通管理 TWG 会合中に C/P によって再検討され、一部が社会実験計画

に取り入れられた。社会実験は、当初 8月に実施を予定していたが、イロイロ州が 2008 年 6

月に台風フランクに直撃され多大な被害を受けたこと等から実施準備が後ろにずれ込み、2009

年 1 月 12-16 日（モロ地区交差点に左折専用レーンを設置）と 2009 年 1 月 28 日-2 月 2 日（ケ

ソン通りにて一方通行と路上駐車導入）に実施された。 

   

3-2 交通関係者(車両、通行人、路上商人等)を対象とした社会実験が効果的に実施される。 

  社会実験実施に関する情報は、地域のテレビ番組、ラジオ、新聞、フィリピン情報庁及び

MIGEDC ホームページを通じて効果的に宣伝された。社会実験サイトには大型の告知板も

設置し、社会実験の内容や期間を明確に通行者に伝えることができた。情宣が十分に行わ

れたため、一般の住民の関心が集まり、社会実験の効果が高まった。 

 

3-3 社会実験の結果が測定・評価検討され、社会実験プロセス・マニュアルが策定される。 

  社会実験の様子は一部ビデオに録画され、実施の途上でぶつかった問題やイシューも文書

で記録された。社会実験の効果については、事前・事後の交通調査結果を踏まえ、交通管

理 TWG にて C/P による評価分析が行われる予定である。中間レビュー時点で、日本人専門

家が社会実験プロセス・マニュアル暫定版を作成中であったが、同マニュアルは、次年度

の社会実験結果も加えて改定されていく予定であり、2010年 3月の完成を目指している。 

 

3-4.社会実験の結果に基づき、包括的交通管理計画が策定される。 

  活動 2-2 で述べた通り、本プロジェクトでは交通管理「計画」ではなく、交通管理「アク

ションアジェンダ」の策定を目指すこととなった。MIGEDC のための交通管理アジェンダ

は、本プロジェクト後半の活動を通じて具体化される予定である。加えて、各 LGU のため

の交通管理アクションアジェンダもプロジェクト終了までには策定される見込みである。 
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成果 4のための活動 

4-1 交通管理調査分析に関するセミナーおよび訓練(OJT）が実施される。 

  プロジェクト期間前半において、数多くのワークショップ及び交通管理 TWG 会合が開催さ

れ、交通管理に関する基本的なトピックが専門家チームから講義された。また、台風フラ

ンク後の関係諸機関との合同視察を通じて、交通施設・設備の被害状況調査も経験した。 

2008 年 9 月 22-26 日にはフィリピン大学国立交通研究センターによる基本セミナー（交

通工学、交通管理、交通関連法執行等）が実施され、C/P 及び関係諸機関職員 23 名が受

講した。同セミナーには、交通量調査や道路状況調査などの実技も組み込まれており、座

学のレベルも適当であったことから、受講生の満足度が高かった。本プロジェクト期間後

半では、道路の安全性、交通政策、GIS の使い方等に関するフォーローアップ研修の実施

が予定されている。 

 

4-2 社会実験サイクルに関するセミナーと訓練(OJT）が実施される。 

  プロジェクト期間前半において、数多くのワークショップ及び交通管理 TWG 会合が開催さ

れ、社会実験サイクル（plan, do, check, act）について専門家チームが講義した。社会

実験実施については 3-1 から 3-4 を参照。  

   

4-3 国内の交通管理グッド･プラクティスから学ぶためのセミナーが実施される。 

  他の LGU のグッド・プラクティスから学ぶためのセミナーは、本プロジェクト後期に実施

予定。 

 

３－１－３ 成果の達成状況 

 

中間レビュー時点での成果の達成状況は次の通り。 

 

成果 1 イロイロ首都圏の交通データが収集され、分析され、公開される。 

成果 1の

指標 

収集されたデータが MIGEDC 事務局に集約される。 

 

成果 1は中間レビュー実施時点でほぼ達成されている。交通情報調査は 2008 年 6 月に完

了しているが、データの集約は現在進行中である。 
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交通情報調査は UPVFI に委託された。概要は次の通り。 

(i)交通情報調査 (インベントリー調査及び交通データ収集) 

調査項目 調査内容 調査方法 

(a)  インベントリー調
査 

・道路（道路名、始点・終点座標、延長、幅員、
舗装タイプ、路面状況、道路種別、交通規制、
駐車状況、沿道状況 等） 

・交差点（流入部・流出部の車線数、幅員、右・
左折車線、信号機の有無、信号現示 等） 

・公共交通運行ルート、運行頻度、輸送容量、料
金等 

・ターミナル及び駐車場等の施設 

既存資料収集整理
および実測 

(b)  交通データ収集 ・公共交通利用者(バス、ジープニー、フェリー
等) 
・交通事故データ、交通規制状況 
・既存交通法規等 

既存資料収集整理

 

(ii)交通情報調査 (交通実態調査) 

調査項目 調査内容 調査方法 

(c) 交通実態調査 

 c-1 コードンライン
調査 

・車種別（歩行者含む）、時間帯別交通量計測 
・7地点、15 時間、15 分間隔、3日間 

交通量カウント

 c-2 交差点交通量調
査 

・主要交差点車種別方向別交通量計測
・27 地点、朝夕ピーク時、15 分間隔、3日間 

交通量カウント

 c-3 交通速度調査 ・自動車のフリー走行による走行速度実態把握 
・3 ﾙｰﾄ、朝夕各 3回、3 日間 

ﾌﾛｰﾃｨﾝｸﾞｶｰﾒｿｯﾄﾞ

 c-4 渋滞調査 ・主要交差点渋滞時間計測
・27 地点、朝夕ピーク時、3日間 

実測 

 c-5 駐車状況調査 ・イロイロ市中心部の駐車場整備状況（容量）お
よび駐車実態（路上、路外）の把握 

・15 時間、3 日間 

実測 

 c-6 自動車 OD 調査 ・車種別、時間帯別の自動車起終点および乗車人
員、積載量等の把握 

・9地点、15 時間、3日間 

サンプリングによ
るインタビュー調
査 

 

交通情報調査の結果は JICA 専門家により C/P 及び関係諸機関に報告された。プロジェク

ト・チームは調査結果報告書を交通管理 TWG や MIGEDC のメンバーLGU 等、関連諸機関に

配布した。 

 

交通情報調査によって得られたデータを入力するためのフォーマットは日本人専門家に

より準備済みであるが、入力作業は完了していない。プロジェクト後のデータベース維持

管理を考慮して、MIGEDC 事務局から正職員 1 名をデータ入力担当として配置し、日本人

専門家の指導の下で入力作業を行う予定であった。しかし、MIGEDC 事務局は人員不足の

ため、IT 経験の少ない臨時職員（期限付きの市長任命による職員であることから、2010

年の地方選挙以降も同じ条件で雇用されるかどうか分からない）しか割り当てることがで

きない状況にある。プロジェクト・チームと MIGEDC は、できるだけ早い時期にこの問題

について話し合い、適当な職員を配置することになっている。 
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成果 2 住民参加のもとで交通問題が検討され、交通管理オプションが選定され

る。 

成果 2の

指標 

交通管理オプションを含む暫定計画。 

 

成果 2 は、中間レビュー時点で日本人専門家により一部達成されているが、今後は C/P

のより積極的な参画を得て 2009 年 3 月末までに達成される見込みである。 

 

プロジェクト開始時点では、C/P の交通管理に関する知識は非常に限られたものであった。

したがって、プロジェクト前半では、主に日本人専門家の手で交通管理オプションの分析

や選定が行われてきた。しかしながら、プロジェクト活動を通じて、徐々に C/P は交通管

理のコンセプトを理解しつつあり、積極的にプロジェクト活動に参加するようになってき

ていることから、今後は交通管理オプションの選定・評価においても、C/P がより大きな

役割を果たしていくことが期待される。調査団は、インタビューや質問票調査結果から、

特に、2008 年 9 月に実施された 5日間基本研修及び 2009 年に実施された 2度にわたる社

会実験を通じた OJT が C/P の能力向上に大きく貢献したと考えている。 

 

また、交通管理オプションの選定・評価においては、交通関係諸機関のより積極的な参画

が不可欠であることから、調査団はプロジェクト・チームに対し、毎週開催される交通管

理 TWG 会合に会合のトピックに関連する諸機関の代表を必要に応じて招待するよう提言

する。関係諸機関とのネットワーキング強化のためにも、交通管理 TWG メンバーの学習効

果を高めるためにも、こうした工夫は有用と考えられる。 

 

成果 3 交通管理に関する社会実験が実施され、住民や関係民間セクター参加の

もとで評価検討される。 
 

成果 3の

指標 

3-1 社会実験のためのコンサルテーション実施数とその参加者数。  
3-2 社会実験プロセスのマニュアル。 

 

成果 3 は、2009 年 1-2 月に実施された第 1 回社会実験により、一部達成されている。中

間レビュー時点では、日本人専門家が社会実験プロセス・マニュアルのドラフトを作成中

であった。 

 

社会実験の実施により見込まれる種々の問題については、日本人専門家が事前に検討し、

対策を考えた。第 1 回社会実験の詳細計画は JICA 専門家チームにより考案され、社会実

験に必要な土木工事及び事前・事後交通調査は再委託された。第 1回社会実験は、日本人

専門家が現地に滞在していない時期に実施されたが、フィリピン人専門家及びローカル・

コンサルタントの支援のもと、C/P が積極的に社会実験に参加し、広報にも尽力したこと

が中間レビュー調査を通じて明らかになった。 

 

公聴会は 2008 年に 2 度開催されたが、民間セクターからの参加は数えるほどしか得られ
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なかった。MIGEDC 事務局からの聞き取りによれば、交通関係諸機関及びイロイロ市内の

各種市民団体（MIGEDC 事務局は、通常、MIGEDC がミーティングを開く際に案内状を送付

する団体のリストを作成している）に公聴会の案内状を送付したが、交通費や日当の給付

等のインセンティブがなかったために参加が少なかったと考えられるとのことであった。

外部関係者からより多くの参加を得るため、毎週開催される交通管理 TWG に、各会合の議

題に関連した関係者を招待するよう、調査団は提案する。他方、社会実験の実施前及び実

施中に集中的に広報を行い、一般住民の社会実験に対する関心を集めることができた点は、

高く評価できる。 

 

次回以降の社会実験では、C/P がより大きな役割を果たすことが期待されている。そのた

めにも、現在ドラフト作成の進んでいる社会実験プロセス・マニュアルが利用者の立場に

立った、分かりやすく実用的な内容となることが望まれる。 

 

成果 4 本プロジェクトの研修及び活動への参加を通じてMIGEDC-PMOと MIGEDC

メンバーLGU の能力が向上する。 

成果 4の

指標 

少なくとも 14 人の LGU 職員、7人の法執行者、2 人の MIGEDC 事務局職

員が OJT を含む訓練を修了する。  

 

成果 4は中間レビュー実施時点で部分的に達成されている。本プロジェクト開始時点での

C/P の交通管理に関する知識と経験がほぼゼロに近い状態であったことを考えれば、プロ

ジェクト開始後、C/P は大きな能力向上を遂げたと考えられる。 

 

2008 年 9 月には、運営指導調査団からの提言もあり、交通担当警察官が新たに C/P とし

て加わった。同時期に新 C/P に対して行われた 5日間の基本研修は、交通管理についてほ

とんど特別な知識のなかった C/P のレベルに適した内容であり、プロジェクト活動を進め

ていくのに必要な基本的知識を習得することができたと、参加者から非常に好評であった。

事前に研修対象者の能力アセスメントを行い、研修企画が適切に行われた結果、参加者の

レベルとニーズに合致した研修が実現した点は評価できる。また、運営指導調査団からの

提言を受けて、毎週開催されることになった交通管理 TWG 会合のほか、ワークショップや

OJT 研修が、C/P の能力向上に貢献してきたと考えられる。 

 

中間レビュー時点において、公務員 18 名（LGU 職員 11 名、交通担当警察官 7 名）が毎週

開催される交通管理 TWG 会合に定期的に参加していることが確認された。プロジェクト目

標達成に向け、今後も TWG メンバーの積極的な活動参加が求められる。 

 

加えて、上位目標達成のためには、本プロジェクトが目標とする交通管理アクションアジ

ェンダが、将来的に地方政府による地方開発計画や土地利用計画などの各種計画に統合さ

れていくことが重要である。したがって、地方政府において各種計画策定を担当する、州

/市/町計画・開発調整課長を何らかの形でプロジェクトに巻き込んでいく必要がある。各

LGU の計画・開発調整課長は多忙であるが、今後、彼らの業務に関連したセミナーや研修、

交通管理 TWG 会合などの機会をとらえて招待し、交通管理に関する理解を深めてもらうこ
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とができれば、本プロジェクトの実現可能性がより高まると考えられる。 

 

３－１－４ プロジェクト目標達成見込み 

 

 中間レビュー時点におけるプロジェクト目標の達成見込みは次の通り。 

 

プロジェ

クト目標 

イロイロ都市圏・ギマラス地域における交通管理計画が関係 LGU、関係

省庁、民間セクター等の参加を得て策定される。 

プロジェ

クト目標

の指標 

交通管理計画がイロイロ都市圏・ギマラス地域において公的に承認され

る。 

 

 

2008 年 9 月、JICA 運営指導チームからの提言により、専門家チーム及び C/P はワークシ

ョップを開催し、プロジェクト目標を「交通管理計画」の策定から「交通管理アクション

アジェンダ」の策定に変更することで合意した。当時の C/P の交通管理に関する知識と経

験では、プロジェクト期間内に交通管理計画を策定することは困難であり、また、C/P の

解釈によれば、「計画」は予算案によって実施を裏打ちされたものでなくてはならないが、

そのためには地方議会に承認が必要であり、プロジェクト活動の一部に議会承認の取り付

け確保を含めることは現実的でないという判断があったためである。交通管理アクション

アジェンダの内容を検討し、複数のオプションの中から適切なものを選定する作業は、プ

ロジェクト期間後半の活動で進められる予定である。 

 

C/P はプロジェクト前半の活動を通じて交通管理に関する知識と経験を深めてきた。プロ

ジェクト後半、これまで以上に C/P 全員が積極的に活動に参加し、スケジュールに沿って

予定される成果を出していくことができれば、「交通管理アクションアジェンダを策定す

る」という修正後のプロジェクト目標は終了時までに概ね達成できる見込みである。実現

可能性が高く、現在の交通管理問題の解決に資する「交通管理アクションアジェンダ」を

策定するためには、C/P のより積極的なプロジェクト活動への参加と MIGEDC メンバーLGU

及び関係諸機関の協力が不可欠である。 

 

３－２ 実施プロセスにおける特記事項 

(1) 日本人専門家からの技術的インプット 

フィリピンの地方部においては、渋滞をはじめとする交通問題が顕著になりつつあるもの

の、「交通管理」という概念はまだ目新しいものであり、C/P の交通管理にかかる知識や

経験も非常に限定的なものであった。このため、本プロジェクト前半の諸活動を主導し、

プロジェクトを進める上で主要な役割を果たしてきたのは日本人専門家であった。日本人

専門家の交通管理に関する深い知識と経験はフィリピン側から高く評価されているが、プ

ロジェクト活動の進展とともに C/P は交通管理に関する基本的な知識と実技を通じた理

解を深めてきており、プロジェクト後半では、交通管理 TWG 等の活動を通じて、徐々に

C/P の役割と責任を増加していくことが期待されている。 

 

(2) フィリピン人専門家、ローカル・コンサルタント、ローカル・スタッフの役割 
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本プロジェクトでは、日本人専門家の投入期間が比較的短く設定されているが、現地の事

情に精通した人材を十分活用することにより、研修やセミナー、社会実験等の活動を適切

かつほぼ予定通りに実施してきた。プロジェクト対象地域で日常的に使用される言語は、

首都マニラのタガログ語と異なりイロンゴ語である。C/P と現地語でコミュニケーション

をとることができ、イロイロ州内に幅広い人的ネットワークをもつ現地人材を雇用できた

ことは、プロジェクトを効果的・効率的に推進することに大きく貢献した。 

 

(3) C/P の積極的な参加 

プロジェクトの実施体制を効果的なものに整えるまでに、やや時間がかかった。運営指導

チームの提言に基づき、現行の交通管理 TWG が形成され、TWG 会合の開催がそれまでの月

1 回から週 1 回に変更されたのは、2008 年 9 月のことである。プロジェクト開始当初、ジ

ープニーの規制条例施行が政治問題化していたこと、プロジェクトの目的や内容の理解が

不十分であったことなどから、関係諸機関はプロジェクトにあまり協力的でなく、MIGEDC

メンバーLGU の中には、本プロジェクトがイロイロ市だけの利益のために利用されるので

はないかと疑念を抱いているものもあった。しかし、プロジェクト・チームによる台風後

のインフラ被害調査実施や各地方首長及び関係諸機関への粘り強い説明を通じて徐々に

信頼を獲得し、運営指導が行われた 2008 年 9 月頃には関係者から必要な支援を得られる

ようになっていた。その結果、運営指導調査団の提言に基づき、交通管理 TWG の設置と会

合の週 1 回開催を各 LGU に要請すると、各地方首長及び国家警察は快く LGU 職員 11 名と

交通担当警察官 7名を交通管理 TWG メンバーとして配置し、週一回の交通管理 TWG 会合参

加を許可した。交通管理 TWG メンバーは定期的に会合に出席し、積極的にプロジェクト活

動に参加している。 

 

(4) 大学との連携 

本プロジェクトは、研修や調査等を大学等学術機関に委託していることもあり、行政と大

学との連携にも貢献している。2008 年 9 月に実施された 5 日間基本研修は UP-NCTS によ

り実施され、参加者から大変好評であった。交通情報調査は UPVFI に再委託されている。

フィリピン地方部の LGU にとって、地元（少なくとも国内にある）大学との協力関係構築

は重要であり、プロジェクト終了後のコンサルティングにも活用できるものである。本プ

ロジェクトを通じて、官・学パートナーシップを促進することにより、将来的には、交通

管理だけでなく他の分野についても学術機関の知見が行政サービスの向上に活用される

ようになることが望まれる。 

 

３－３ プロジェクトの促進要因・阻害要因 

３－３－１ 促進要因 

(1) フィリピン人スタッフの貢献 

本プロジェクトでは、現地事情・言語・人的ネットワークに精通したローカル人材を活用

することにより、日本人専門家の不在期間の活動を補い、より少ない投入で期待される成

果を産出している。フィリピン人専門家及びスタッフは、現地の C/P や関係諸機関と日本

人専門家との間のコミュニケーションの潤滑油としての役割も果たしている。 

 

(2) 毎週開催される交通管理 TWG 会合 
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交通管理 TWG 会合が毎週開催されることになり、プロジェクト活動が活性化した。専門家

チームと C/P は顔を合わせる機会が増え、コミュニケーションが密になった。また、交通

管理に関する様々なトピックについて話し合い、様々な立場の交通関係者の対立する意見

にさらされることによって、行政官としての多角的な視点を養うのに役立った。TWG 会合

は、メンバーの意見交換の場として活用された。 

 

(3) 時宜を得た JICA 運営指導チームの提言 

JICA フィリピン事務所は、2008 年 9 月に運営指導チームを派遣した。同チームの提言（交

通管理 TWG の設置、TWG 会合の開催頻度を月 1 回から週 1 回への変更など）は時宜にかな

った、適切な内容であり、プロジェクト活動の活性化に大きく貢献した。プロジェクト･

チームも迅速かつ誠実に提言を実行したことから、台風による進捗の遅れは調整され、交

通管理 TWG メンバーを実務レベルのメンバーに再構成したことからプロジェクト活動も

軌道に乗るようになった。 

 

３－３－２ 阻害要因 

(1) 主要なプロジェクト関係者間のコミュニケーション不足 

プロジェクト開始当初、日本人専門家、フィリピン人スタッフ、C/P 及び関係諸機関のコ

ミュニケーションは必ずしも円滑でなかった。その原因としては、言語や習慣の違いに加

え、C/P の交通管理に関する知識・経験のレベルが想定されたほど高くなかったため日本

人専門家による技術的解説が十分理解されなかったこと、イロイロ市が厳しい交通規制条

例を施行したことにより域内交通管理が政治問題化し、MIGEDC メンバーLGU 間で意見の対

立が生じたこと等が挙げられる。フィリピン人スタッフの尽力、週 1 回の交通管理 TWG

会合、交通調査や社会実験など参加型の活動、を通じてプロジェクト関係者間の意思疎通

は徐々によくなってきているが、さらなる改善が望まれる。 

 

(2) 関係諸機関間の協力不足 

当初、MIGEDC のメンバーLGU や交通管理関係諸機関(LTO、LTFRB、DPWH、民間 NGO、ジープニ

ー組合など)の中には、本プロジェクトの目的を誤解しているものや、活動参加に無関心なも

のもあった。しかし、フィリピン人スタッフを中心にプロジェクト・チームが、根気強くプロ

ジェクトの説明を行い、協力を呼びかけ続けたことから、徐々に必要な参加や支援を得られる

ようになってきた。先に述べたとおり、MIGEDC 域内では交通規制が政治問題化しており、政

治家や交通関係者間の利害が対立しており、プロジェクト活動にも影響した。 

 

(3) C/P の変更 

当初、本プロジェクトの C/P として各 LGU の開発計画調整課長および工務課長を想定し、

先方への技術移転計画として、ワークショップを週 1 回実施することを予定していたが、

他の業務との兼ね合いから課長レベルのプロジェクト活動参加が困難となり、現実的なC/P

として課員レベルおよび交通担当警察官が配置されることとなった。このため、C/P の基

礎知識および技術レベルが想定していたよりも低くなり、プロジェクト目標や活動内容の

修正が必要となった。 

 

(4) 外部条件の変化 

本プロジェクトの開始が遅れている間に、イロイロ市議会が市外から市中心部へのジープ
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ニーの乗り入れ規制条例を施行され、イロイロ市内の交通管理が政治問題化したため、イ

ロイロ州及びギマラス州全体の都市交通管理能力向上を目指す本プロジェクトの活動は停

滞を余儀なくされた。 

また、2008 年 6 月に発生した台風の被害が予想以上に大きく、活動日程及び活動内容の調

整を余儀なくされた。 

このような外部条件の変化が主因となり、一部のプロジェクト活動の進捗の遅れや、プロ

ジェクト目標の修正につながった。 

 

 

第４章 評価５項目による評価      
 本プロジェクトの妥当性は、中間レビュー時点においても、フィリピン政府の政策、日本

の ODA 政策、フィリピン社会のニーズに合致しており、高い。C/P の交通管理に関する知識

と経験の強化という点では有効性がある程度高いことを確認できたが、プロジェクト目標が

達成できるか否かは後半での活動成果に大きく依存している。効率性の観点からは、日本人

専門家のアサインが短く、台風などの自然災害に見舞われたにもかかわらず、現地のリソー

スを十分活用することにより投入に見合った成果を上げてきた点は評価できる。また、イン

パクトと自立発展性について中間レビュー時点で判断することは時期尚早と思われるが、プ

ロジェクト後半で必要なマンパワーの配置や交通管理 TWG の制度化が実現すれば、より高い

インパクトと自立発展性が見込まれる。 

５項目評価の結果は次の通り。 

 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトは、中間レビュー時点でもフィリピンの開発政策及び日本の ODA 政策、

フィリピン社会のニーズに合致しており、妥当性は高い。 

フィリピン中期開発計画（2004-2010 年）は、貧困層に配慮しつつ、国民の基本的ニー

ズを充足させるため公共サービスを強化することを基本構想としており、本プロジェクト

が目的とする交通管理の強化は、これに合致している。また、アロヨ大統領は 2006 年施政

方針演説で、行政管区を超えた交通・流通の利便性向上による競争力向上、LGU クラスタ

ーの効果的な活用を重点開発目標に掲げているが、本プロジェクトは LGU クラスターとし

ての MIGEDC の交通管理能力向上を目的とするものであり、現政権の目指す開発目標とも合

致している。 

本プロジェクトは、日本の対フィリピン援助方針、JICA の対フィリピン援助実施計画に

も合致している。同時に、本プロジェクトの対象である MIGEDC、特にイロイロ市中心部で

は、昼間人口及び交通量の急速な増加に対応するための交通管理能力が不足していること

から、ターゲットグループのニーズも依然高い。 

 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性を中間評価レビュー時点で判断することは時期尚早であると考

える。プロジェクト期間前半で、対象地域が大型台風の被害を受けたこと、実務者を中心

とした C/P 体制の立ち上げが遅れたことから、活動スケジュールがやや後ろにずれ込んで

おり、プロジェクト目標が達成できるか否かは後半の活動の成否に大きく依存しているの

－19－



 

がその理由である。しかしながら、2008 年 9 月に実施された運営指導の結果、プロジェク

ト目標はより現実に見合ったものに修正され、C/Pの活動への参加も活発化してきている。

中間レビュー時点のペースでプロジェクト後半の活動が継続すれば、終了時までに現地の

ニーズに合致した交通管理アクションアジェンダが設定される可能性は十分ある。 

 

４－３ 効率性 

投入に対する成果の程度から、効率性はやや高いと考えられる。 

MIGEDC 及び構成 LGU のマンパンワーと予算は限られたものであるが、C/P、JICA 専門家

の貢献で不足分はカバーされてきた。また、現地事情を知る高い能力を持ったローカル・

スタッフを長期、或いは必要に応じて雇用することにより、少ないインプットで大きなア

ウトプットを出すことができた。加えて、フィリピン大学国立交通センターやフィリピン

大学ヴィサヤ校基金など、現地の有識者・学術機関との連携により、比較的安価にサービ

スを確保できただけでなく、プロジェクト終了後も利用可能なネットワークが構築されつ

つある点も評価できる。 

 

４－４ インパクト 

中間レビュー時点で本プロジェクトのインパクトを予測するのは時期尚早と考えるが、

少なくとも、上位目標の達成可能性を高めるためには、各 LGU の開発計画調整官、地方首

長及び地方議会を巻き込んでいくことが重要であるということは指摘できる。本プロジェ

クトの目的は、交通管理に関係する行政官と警察官の能力を強化することであるが、行政

官の分析に基づいて提案された交通管理アクションアジェンダが、実際に各地方政府の諸

計画の策定に生かされるためには、開発計画調整官、地方首長及び地方議会の理解と支援

が不可欠である。本プロジェクト後半の活動では、できるだけ官・民の利害関係者との意

見交換を増やし、より実践的でより多くの関係者の賛同を得られるアクションアジェンダ

を設定することが重要と思われる。 

 

４－５ 自立発展性 

自立発展性についての評価は時期尚早と考えられることから、ここでは一般的な観点か

ら予測するにとどめる。 

 

本プロジェクトのターゲットは、複数の LGU から構成される MIGEDC である。LGU のクラス

ター化は、フィリピン政府の長期的開発方針として継続される見込みであり、大枠としての制

度・政策の変更可能性は低いと思われる。しかし、各 LGU クラスターの成否は政治情勢に大き

く負っており、組織としての MIGEDC が今後も存続し、交通管理行政を重点課題として取り組

んでいくかどうかは、3 年ごとに実施される地方選挙の結果に依存していると言える。本プロ

ジェクトの成果を継続させるには、MIGEDC 内の交通管理 TWG の制度を強化するだけでなく、

各LGUが条例により交通管理TWGと同様の機能を持つ交通管理部門を組織化していくことが望

ましい。 

 

また、本プロジェクトの成果をより自立発展的なものにするためには、MIGEDC およびそ

の構成 LGU が交通管理 TWG に対する物質的・財政的な支援を強化していく必要がある。プ
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ロジェクト･チームは MIGEDC に適切な人材（データやホームページの維持管理を担当する

正職員）の配置を要請しているが、マンパワーの不足から、中間レビュー時点では実現し

ていなかった。組織としての MIGEDC の強化は本プロジェクトの目的の一つであり、MIGEDC

内に適切な人材が配置され、プロジェクト活動を通じて育成されることにより、より高い

自立発展性が見込めると考えられる。 

  

さらに、地元（少なくともフィリピン国内の）大学との連携を強化することにより、プ

ロジェクト終了後の技術支援体制を確保しておくことも今後の重要な課題である。 

 

 

第５章 提言 
2008 年 9 月に実施された運営指導調査の提言は、すべて誠実に履行され、以後、プロジ

ェクトの実施プロセスはかなり改善されたと調査団は判断した。プロジェクト後半の活動

を効果的に進められるよう、さらに改善すべき点、留意すべきと考えられる点を以下の通

り提言する。 

 

(1) 交通管理 TWG を能力開発及び他の関係機関との接点の場として活用すること 

プロジェクト後半では、交通管理に関する能力向上だけでなく、プロジェクト目標であ

る交通管理アクションアジェンダの内容が以後の各種地方計画に資するものにできるかど

うかという点からも、C/P の積極的な貢献が重要であることを強調しておかなければなら

ない。これからは、より C/P が活動の中で中心的な役割を果たしていくことが期待される。

交通管理 TWG 会合は、官・民の関係者との意見や技術交換の場としても活用することが可

能である。本プロジェクトを通じて、関係諸機関の十分な参加と支援を獲得し、連携と調

整のメカニズムが促進されることが期待されており、プロジェクト後半での C/P のイニシ

アティブ強化とこれに対する JICA 専門家の支援が必要不可欠と考えられる。 

 

(2) MIGEDC 事務局の参画を強化すること。 

本プロジェクト目標が、LGU クラスターによる共通の問題への集合的アプローチを志向

していることからも明らかなように、MIGEDC 事務局のプロジェクトの参画は非常に重要で

ある。調査団は、MIGEDC 事務局のマンパワーが非常に限られていることは十分承知してい

るが、本プロジェクトの成果や自立発展性を高めるためには、どうしても MIGEDC 事務局が

より積極的にプロジェクトに関わり、より大きな責任を引き受けていくことが必要である

と考える。そのため、プロジェクト後半に向けて、MIGEDC 事務局の人員体制と役割分担の

見直しを提言する。具体的な課題としては、交通管理 TWG 会合への MIGEDC 事務局からの定

期的な参加やデータ入力担当者の配置などが挙げられる。さらに、こうしたマンパワーの

不足を補うためにも、MIGEDC 事務局とプロジェクト・チームの間のコミュニケーションが

より緊密なものとなるよう、さらなる工夫が求められる。 

 

(3) 交通管理アクションアジェンダの策定 

中間レビューの時点では、交通管理アクションアジェンダの内容については合意が形成

されていなかった。交通管理アクションアジェンダは、プロジェクトの自立発展性をも左

右する重要な要素である。交通管理に関する知識や経験の不足から、C/P（交通管理 TWG メ
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ンバー）は必ずしもアクションアジェンダ策定にかかるすべての作業を遂行することはで

きないかもしれないが、プロジェクト後半では、C/P が同アクションアジェンダの分析、

選定、評価において、より積極的な役割を果たすようになることが期待される。交通管理

アクションアジェンダの具体的内容および責任分担については、できるだけ早い時期に交

通管理 TWG 会合で話し合い、C/P と日本人専門家との間で合意する必要がある。 

 

(4) より多くの交通利用者・供給者の参加および関係諸機関からの支援を仰ぐ 

MIGEDC 及び各メンバーLGU が、実現可能性が高く、交通関係者・利用者に受け入れても

らえるような交通管理アクションアジェンダを策定するためには、策定過程でできるだけ

多くの関係者の意見を取り入れることが重要である。このため、交通管理 TWG 会合やプロ

ジェクト活動時に適切な関係者・関係諸機関からの参加を求めたり、プロジェクト活動に

関する情報を十分伝達して、関係者や関係諸機関間の調整が促進されるよう、プロジェク

ト・チームは留意していく必要があるだろう。 

 

(5) PDM の改訂 

調査団は、JICA 専門家及び C/P に対し、現行の PDM を見直し、修正するよう提言する。

再検討が必要と思われる点を表にまとめ、修正案を提示した。これを参考にチーム内で協

議し、速やかに JCC の承認を得るよう提言する。 
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 付属資料 
１． 調査日程 
２． ミニッツ及び中間レビュー報告書 
３． 評価グリッド 

 



コンサルタント団員 情報収集補助要員 情報収集補助要員 団長 副団長/交通管理 沿岸資源管理 在外団員

（役務/評価分析）
佐久間　美穂

（交通管理）
Ｎｉｃｋ　Ｂａｏｙ

（沿岸資源管理）
Ｒａｙ

（事務所担当次長）
岩上　憲三

（技術協力専門員）
勝田　穂積

（広島大学教授）
山尾　政博

（事務所担当者）
笠井　久美子

1 2月5日（木） マニラ着 事前情報収集・整理 事前情報収集・整理

2 6日（金）
JICA事務所との打ち合わせ

①日程確認

②コンサルタントの調査計画
と質問票の確認、合意

コンサルタントとの打合せ コンサルタントとの打合せ

③調査補助員との打合わせ

イロイロ移動

調査準備

4 8日（日）

調査準備 イロイロ移動

5 9日（月）

6 10日（火）

イロイロ移動

7 11日（水）
BBRMCI事務所訪問

専門家とC/Pに評価プロセ
ス・評価5項目について説明

専門家ヒアリング

MIGEDC
各LGUｓC/Pインタビュー

BBRMCI事務所訪問
専門家C/Pへ評価プロセ

ス・評価5項目説明
専門家ヒアリング

ベトナム発
マニラ着

8 12日（木）

9 13日（金）

専門員打合せ イロイロ移動
コンサルタントとの打合せ

MIGEDC事務局インタビュー
MIGEDC事務局インタ
ビュー

10 14日（土）

団内会議 団内会議 団内会議 団内会議

11 15日（日）

資料整理 資料整理 資料整理 資料整理
イロイロへ移動

団内会議

12 16日（月）

3 7日（土）

MIGEDC事務所訪問
専門家とC/Pに評価プロセス・評価5項目について説明

専門家ヒアリング

現地情報収集打合せ
MIGEDC　C/Pヒアリング

MIGEDC
各LGUｓC/Pインタビュー

日程

調査団

事務所打合せ 事務所打合せBBRMCI　C/Pヒアリング

12 16日（月）
イロイロ市交通委員会
（Mr.Plagata)インタビュー
Oton町長インタビュー

バランガイでの調査開始
イロイロ市交通委員会
（Mr.Plagata),　Oton町長イ
ンタビュー

イロイロ市交通委員会
（Mr.Plagata),Oton町長イン
タビュー

MIGRDC事務局長との協議 MIGRDC事務局長との協議 MIGRDC事務局長との協議

13 17日（火） 朝便発　マニラ
夕方　イロイロ着

評価方針と日程の説明

評価方針と日程の説明 評価レポート（案）、MM
（案）作成

合同評価会議

同評価報告書（案）、M/M
（案）修正

同評価報告書（案）、M/M
（案）修正

15 19日（木） 評価結果報告会
MIGEDC/TWGと共有会

評価結果報告会
TWGの共有会

沿岸資源管理調査結果共有 マニラへ移動
沿岸資源管理調査結果共
有

マニラへ移動

16 20日（金）

専門家・BBRMCIコアカウン
ターパートインタビュー

専門家・BBRMCIコアカウン
ターパートインタビュー

事務所報告

帰国
17 21日（土）

2バランガイ訪問
専門家・BBRMCIとの協議

2バランガイ訪問
専門家・BBRMCIとの協議

18 22日（日）

団内会議 団内会議

19 23日（月）

４LGUsMayorインタビュー 報告書まとめ ４LGUsMayorインタビュー

20 24日（火）

専門家・BBRMCIとの協議
専門家・BBRMCIとの協議

21 25日（水） 中間レビュー報告書（案）作
成

中間レビュー報告書（案）
作成

イロイロへ移動

第2回JCC　MM署名・交換

MIGEDCとのMM署名・交換 MIGEDCとのMM署名・交換

MIGECD首長会議に出席 MIGECD首長会議に出席

マニラに移動 報告書提出 マニラに移動 マニラに移動 マニラに移動

24 28日(土） 報告書作成

第2回JCC　MM署名・交換

プロジェクト関係者向け
沿岸資源管理セミナー

プロジェクト関係者向け
沿岸資源管理セミナー

MIGECD首長会議に出席

MIGEDCとのMM署名・交換

専門家・BBRMCIコアカウンターパートインタビュー

プロジェクト関係者向け
沿岸資源管理セミナー

22 26日（木）

27日（金）23

合同評価会議14 18日（水）

専門家・BBRMCIとの協議

イロイロ→マニラ→日本帰
国

プロジェクト関係者向け沿岸資源管理
セミナー準備

第2回JCC　MM署名・交換

関西空港へ移動

2バランガイ訪問
専門家・BBRMCIとの協議

合同評価会議
バランガイでの調査に同

行

評価レポート（案）作成

４LGUsMayorインタビュー

②MIGEDCから活動実績報告

③協議

合同評価報告書（案）、M/M（案）修正

①中間評価調査の目的の説明、調査結果報告

評価レポート（案）作成

団内会議

Ｒａｙとの打合せ

評価結果報告会
MIGEDC/TWGとの共有会

沿岸資源管理調査結果共有

25 3月1日（日） 報告書作成

事務所報告 事務所報告 事務所報告

帰国

26 3月2日（月）
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必
要
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易
工
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マ
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）
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び
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実

験
上

必
要

な
交
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査
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現
地
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ト
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再
委
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。
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力
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日
本

研
修

な
し

。
 

－50－



 
 

設
備

・
機

材
供

与
の

質
・
量

、
時

期
、

種
類

、
費

用
 

 N
o.

機
材

機
種

数
量

到
着
日

1
D

es
k 

T
o p

 C
om

pu
te

r w
ith

 U
PS

Po
w

er
 E

xp
re

ss
1

Fe
b.

 1
3,

 2
00

8
2

La
p 

T
op

 C
om

pu
te

r
A

ce
r T

ra
ve

lm
at

e 
62

91
-

1
Fe

b.
 1

3,
 2

00
8

3
In

k j
et

 P
rin

te
r

E
ps

on
 S

ty
lu

s 
C

90
1

Fe
b.

 1
3,

 2
00

8
4

La
se

r P
rin

te
r

C
an

on
 L

as
er

 S
ho

t L
B

P3
00

0
1

Fe
b.

 1
3,

 2
00

8
5

U
SB

 D
ri

ve
Pe

n 
D

ri
ve

 1
G

B
, P

lu
g 

&
 p

la
y 

in
U

SB
 2

.0
2

Fe
b.

 1
3,

 2
00

8

6
Fa

x 
M

ac
hi

ne
Pa

na
so

ni
c 

K
X

-F
T

93
3C

X
1

Fe
b.

 1
3,

 2
00

8
7

M
ac

hi
ne

 C
o p

ie
r/P

ri
nt

er
SH

A
R

P 
A

R
M

42
0U

1
Ja

n.
 1

6,
 2

00
8

8
LC

D
 P

ro
je

ct
or

 w
ith

 d
oc

um
en

t
ca

m
er

a
T

os
hi

ba
 T

LP
X

C
30

00
1

Fe
b.

 1
3,

 2
00

8

9
G

PS
G

ar
m

in
 G

PS
m

a p
 7

6C
Sx

2
Fe

b.
8,

 2
00

8
10

D
i g

ita
l C

am
er

a
Po

w
er

sh
ot

 A
65

0
1

Fe
b.

 1
3,

 2
00

8
11

T
ra

ff
ic

 c
ou

nt
er

 h
an

dh
el

d
4 

di
gi

t h
an

dh
el

d 
co

un
te

r
10

Fe
b.

8,
 2

00
8

12
Pr

ot
ec

tiv
e 

G
ea

r (
m

as
k,

 v
es

ts
 w

ith
re

fle
ct

io
ni

ze
d 

m
ar

ki
ng

 /l
og

os
,

gl
ob

es
, c

ap
s)

D
us

t m
as

k 
N

P2
2A

, T
ra

ff
ic

V
es

t w
ith

 re
fl

ec
to

ri
ze

d
m

ar
ki

ng
, T

ra
ff

ic
 g

lo
ve

s,
 B

al
l

20
Fe

b.
8,

 2
00

8
(1

0 
pa

ir
s 

of
gl

ov
es

)
13

T
ra

ns
ce

iv
er

IC
O

M
 IC

-V
8

6
Ju

n.
 3

, 2
00

8
14

M
ic

ro
 S

im
ul

at
io

n 
So

ftw
ar

e
M

cT
ra

ns
 C

en
te

r　
T

SI
S6

.0
1

Ju
n.

 3
, 2

00
8

15
M

ot
er

cy
cl

e
Su

zu
ki

 S
M

A
SH

11
0

1
Ju

n.
 4

, 2
00

8
16

G
IS

 S
of

tw
ar

e
A

rc
V

ie
w

 A
rc

G
IS

 9
.3

 F
lo

at
in

g
Li

ce
nc

e
1

Fe
b.

 1
0,

 2
00

9

 
事

務
機

器
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び
社

会
実

験
に

必
要

な
機

材
が

M
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D

C
に

供
与

さ
れ

た
。

各
機

材
は

登
録

さ
れ

、
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な

状
態

に
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、

2
0
0
7

年
、
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経
験

も
非

常
に

限
定

的
な

も
の

で
あ

っ
た

。
こ

の
た

め
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
前

半
の

諸
活

動
を

主
導

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
進

め
る

上
で

主
要

な
役

割
を

果
た

し
て

き
た

の
は

日

本
人

専
門

家
で

あ
っ

た
。

日
本

人
専

門
家

の
交

通
管

理
に

関
す

る
深

い
知

識
と

経
験

は
フ

ィ
リ

ピ
ン

側
か

ら
高

く
評

価
さ

れ
て

い
る

が
、

当
初

は
、

言
語

や
習

慣
の

違
い

に
加

え
、

C
/P

の
交

通
管

理
に

関
す

る
知

識
・
経

験
の

レ
ベ

ル
が

想
定

さ
れ

た
ほ

ど
高

く
な

か
っ

た
た

め
日

本
人

専
門

家
に

よ
る

技
術

的
解

説
が

十
分

理
解

さ
れ

な
か

っ
た

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
の

進
展

と
と

も

に
C

/
P

は
交

通
管

理
に

関
す

る
基

本
的

な
知

識
と

実
技

を
通

じ
た

理
解

を
深

め
て

き
て

お
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
後

半
で

は
、

交

通
管

理
T
W

G
等

の
活

動
を

通
じ

て
、

徐
々

に
C

/
P

の
役

割
と

責
任

を
増

加
し

て
い

く
こ

と
が

期
待

さ
れ

て
い

る
。

 

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
シ

ス
テ

ム
 

J
C

C
の

開
催

状
況

、
出

席
状

況
、

モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

主
体

・
適

切
さ

、
モ

ニ

タ
リ

ン
グ

結
果

の
反

映
状

況
 

J
C

C
は

中
間

レ
ビ

ュ
ー

時
点

で
、

未
開

催
で

あ
る

。
イ

ロ
イ

ロ
州

政
府

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

し
て

い
る

が
、

イ
ロ

イ

ロ
市

や
ギ

マ
ラ

ス
州

は
管

轄
外

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

積
極

的
に

は
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
活

動
に

関
与

し
て

い
な

い
。

J
IC

A
フ

ィ
リ

ピ
ン

事
務

所
は

、
2
0
0
8

年
9

月
に

運
営

指
導

チ
ー

ム
を

派
遣

し
、

時
宜

に
か

な
っ

た
、

適
切

な
提

言
を

行
っ

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
活

性
化

に
大

き
く
貢

献
し

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
チ

ー
ム

も
運

営
指

導
チ

ー
ム

の
提

言
の

実
現

に
尽

力
し

て
お

り
、

モ
ニ

タ
リ

ン

グ
結

果
が

反
映

さ
れ

た
と

い
え

る
。

 

意
思

決
定

メ
カ

ニ
ズ

ム
 

J
C

C
の

意
思

決
定

メ
カ

ニ
ズ

ム
が

機

能
し

て
い

る
か

 
J
C

C
は

中
間

レ
ビ

ュ
ー

時
点

で
、

ま
だ

開
催

さ
れ

て
い

な
い

。
 

 
 

C
/
P

機
関

の
意

思
決

定
メ

カ
ニ

ズ
ム

が
機

能
し

て
い

る
か

 
M

IG
E
D

C
事

務
局

は
、

人
員

も
少

な
く
、

M
IG

E
D

C
首

長
会

議
 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
チ

ー
ム

内
の

意
思

決

定
メ

カ
ニ

ズ
ム

が
機

能
し

て
い

る
か

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

当
初

、
日

本
人

専
門

家
と

、
フ

ィ
リ

ピ
ン

人
ス

タ
ッ

フ
、

C
/
P

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

必
ず

し
も

円
滑

で

は
な

く
、

一
部

、
意

思
決

定
メ

カ
ニ

ズ
ム

が
十

分
機

能
し

て
い

な
い

と
考

え
る

も
の

も
あ

っ
た

。
 

 
 

問
題

点
、

改
善

す
べ

き
点

は
あ

る
か

2
0
0
8

年
9

月
の

J
IC

A
運

営
指

導
チ

ー
ム

派
遣

後
改

善
さ

れ
て

き
て

い
る

が
、

関
係

者
間

の
意

思
疎

通
及

び
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
内

で
の

役
割

分
担

に
つ

い
て

、
さ

ら
な

る
改

善
が

期
待

さ
れ

る
。

 

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
 

日
本

人
専

門
家

と
C

/
P

と
の

コ
ミ

ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

当
初

、
日

本
人

専
門

家
と

、
フ

ィ
リ

ピ
ン

人
ス

タ
ッ

フ
、

C
/
P

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
必

ず
し

も
円

滑
で

な

か
っ

た
。

 

 
 

日
本

人
専

門
家

と
上

位
機

関
（
中

央
・
地

方
政

府
、

関
連

省
庁

等
）
と

の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

当
初

、
日

本
人

専
門

家
と

M
IG

E
D

C
メ

ン
バ

ー
L
G

U
、

関
係

諸
機

関
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

必
ず

し
も

円
滑

で
な

か
っ

た
。

 

 
 

日
本

人
専

門
家

と
地

域
住

民
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

 
直

接
の

接
触

は
少

な
か

っ
た

。
 

 
 

C
/
P

と
上

位
機

関
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

 

当
初

、
M

IG
E
D

C
の

メ
ン

バ
ー

L
G

U
の

中
に

は
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

目
的

を
誤

解
し

て
い

る
も

の
や

、
活

動
参

加
に

無
関

心
な

も
の

も
あ

っ
た

。
 

 
 

C
/
P

と
地

域
住

民
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

 
当

初
、

民
間

N
G

O
、

ジ
ー

プ
ニ

ー
組

合
な

ど
の

中
に

は
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

目
的

を
誤

解
し

て
い

る
も

の
や

、
活

動
参

加
に

無

関
心

な
も

の
も

あ
っ

た
。
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プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
チ

ー
ム

と
そ

の
他

外

部
機

関
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

 

当
初

、
L
G

U
や

交
通

管
理

関
係

諸
機

関
(L

T
O

、
L
T
F
R

B
、

D
P

W
H

、
民

間
N

G
O

、
ジ

ー
プ

ニ
ー

組
合

な
ど

)の
中

に
は

、
本

プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

目
的

を
誤

解
し

て
い

る
も

の
や

、
活

動
参

加
に

無
関

心
な

も
の

も
あ

っ
た

。
し

か
し

、
フ

ィ
リ

ピ
ン

人
ス

タ
ッ

フ
を

中

心
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
チ

ー
ム

が
、

根
気

強
く
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

説
明

を
行

い
、

協
力

を
呼

び
か

け
続

け
た

こ
と

か
ら

、
徐

々
に

必

要
な

参
加

や
支

援
を

得
ら

れ
る

よ
う

に
な

っ
て

き
た

。
M

IG
E
D

C
域

内
で

は
交

通
規

制
が

政
治

問
題

化
し

て
お

り
、

政
治

家
や

交
通

関
係

者
間

の
利

害
が

対
立

し
て

お
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

も
影

響
し

た
。

 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
チ

ー
ム

と
J
IC

A
事

務

所
・
本

部
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

 

J
IC

A
フ

ィ
リ

ピ
ン

事
務

所
は

、
2
0
0
8

年
9

月
に

運
営

指
導

チ
ー

ム
を

派
遣

し
た

。
同

チ
ー

ム
の

提
言

（
交

通
管

理
T
W

G
の

設

置
、

T
W

G
会

合
の

開
催

頻
度

を
月

1
回

か
ら

週
1

回
へ

の
変

更
な

ど
）
は

時
宜

に
か

な
っ

た
、

適
切

な
内

容
で

あ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
の

活
性

化
に

大
き

く
貢

献
し

た
。

 

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
 

適
切

な
C

/
P

が
配

置
さ

れ
た

か
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

時
に

は
、

M
IG

E
D

C
交

通
管

理
委

員
会

の
メ

ン
バ

ー
が

C
/
P

と
位

置
づ

け
ら

れ
て

い
た

が
、

同
委

員
会

メ

ン
バ

ー
の

一
部

は
公

選
職

（
地

方
首

長
及

び
地

方
議

会
議

員
な

ど
）
で

あ
り

、
ま

た
交

通
担

当
警

察
官

の
参

加
も

不
足

し
て

い

た
こ

と
か

ら
、

技
術

移
転

の
対

象
と

し
て

不
適

当
で

あ
る

こ
と

が
判

明
し

た
。

そ
こ

で
、

2
0
0
8

年
9

月
、

M
IG

E
D

C
-
J
IC

A
交

通

管
理

技
術

作
業

部
会

（
交

通
管

理
T
W

G
）
が

M
IG

E
D

C
交

通
管

理
委

員
会

の
下

部
組

織
と

し
て

創
設

さ
れ

、
公

務
員

1
6

名

（
M

IG
E
D

C
を

構
成

す
る

L
G

U
の

職
員

9
名

と
警

察
官

7
名

）
が

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

C
/
P

と
し

て
配

置
さ

れ
た

。
 

 
 

C
/
P

機
関

の
財

源
は

十
分

か
 

交
通

管
理

に
関

す
る

財
源

は
十

分
と

は
言

え
な

い
。

 

 
 

実
施

機
関

、
C

/
P

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
認

識
は

高
い

か
 

中
間

レ
ビ

ュ
ー

時
点

で
は

、
概

ね
十

分
で

あ
る

。
 

 
 

地
域

で
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

認
識

は
高

い
か

 

社
会

実
験

に
関

す
る

公
聴

会
は

2
0
0
8

年
に

2
度

開
催

さ
れ

た
が

、
民

間
セ

ク
タ

ー
か

ら
の

参
加

は
数

え
る

ほ
ど

し
か

得
ら

れ

な
か

っ
た

。
M

IG
E
D

C
事

務
局

か
ら

の
聞

き
取

り
に

よ
れ

ば
、

交
通

関
係

諸
機

関
及

び
イ

ロ
イ

ロ
市

内
の

各
種

市
民

団
体

（
M

IG
E
D

C
事

務
局

は
、

通
常

、
M

IG
E
D

C
が

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

を
開

く
際

に
案

内
状

を
送

付
す

る
団

体
の

リ
ス

ト
を

作
成

し
て

い

る
）
に

公
聴

会
の

案
内

状
を

送
付

し
た

が
、

交
通

費
や

日
当

の
給

付
等

の
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

が
な

か
っ

た
た

め
に

参
加

が
少

な

か
っ

た
と

考
え

ら
れ

る
と

の
こ

と
で

あ
っ

た
。

 

 
 

地
域

住
民

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
参

加
意

欲
は

十
分

か
 

社
会

実
験

実
施

に
関

す
る

情
報

は
、

地
域

の
テ

レ
ビ

番
組

、
ラ

ジ
オ

、
新

聞
、

フ
ィ

リ
ピ

ン
情

報
庁

及
び

M
IG

E
D

C
ホ

ー
ム

ペ

ー
ジ

を
通

じ
て

効
果

的
に

宣
伝

さ
れ

た
。

社
会

実
験

サ
イ

ト
に

は
大

型
の

告
知

板
も

設
置

し
、

社
会

実
験

の
内

容
や

期
間

を

明
確

に
通

行
者

に
伝

え
る

こ
と

が
で

き
た

。
情

宣
が

十
分

に
行

わ
れ

た
た

め
、

一
般

の
住

民
の

関
心

が
集

ま
り

、
社

会
実

験

の
効

果
が

高
ま

っ
た

。
 

 
 

上
位

機
関

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
、

C
/
P

を

評
価

し
て

い
る

か
 

特
に

、
社

会
実

験
の

実
施

さ
れ

た
イ

ロ
イ

ロ
市

で
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
評

価
が

高
い

。
 

そ
の

他
の

問
題

 
実

施
プ

ロ
セ

ス
に

お
け

る
問

題
点

、

改
善

す
べ

き
点

 
関

係
者

間
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
 

妥
当

性
 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標

は
フ

ィ
リ

ピ
ン

国
家

政
策

に
合

致

し
て

い
る

か
 

国
家

政
策

と
合

致
し

て
い

る
か

 

関
連

省
庁

の
政

策
と

合
致

し
て

い
る

か
 

フ
ィ

リ
ピ

ン
中

期
開

発
計

画
（
2
0
0
4
-
2
0
1
0

年
）
は

、
貧

困
層

に
配

慮
し

つ
つ

、
国

民
の

基
本

的
ニ

ー
ズ

を
充

足
さ

せ
る

た
め

公

共
サ

ー
ビ

ス
を

強
化

す
る

こ
と

を
基

本
構

想
と

し
て

お
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
目

的
と

す
る

交
通

管
理

の
強

化
は

、
こ

れ
に

合

致
し

て
い

る
。

ま
た

、
ア

ロ
ヨ

大
統

領
は

2
0
0
6

年
施

政
方

針
演

説
で

、
行

政
管

区
を

超
え

た
交

通
・
流

通
の

利
便

性
向

上
に

よ

る
競

争
力

向
上

、
L
G

U
ク

ラ
ス

タ
ー

の
効

果
的

な
活

用
を

重
点

開
発

目
標

に
掲

げ
て

い
る

。
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
L
G

U
ク

ラ
ス

タ

ー
と

し
て

の
M

IG
E
D

C
の

交
通

管
理

能
力

向
上

を
目

的
と

す
る

も
の

で
あ

り
、

現
政

権
の

目
指

す
開

発
目

標
と

も
合

致
し

て
い

る
。

 

 
 

地
方

政
府

の
政

策
と

合
致

し
て

い
る

か
 

M
IG

E
D

C
は

イ
ロ

イ
ロ

市
、

レ
ガ

ネ
ス

町
、

オ
ト

ン
町

、
パ

ヴ
ィ

ア
町

、
サ

ン
タ

・
バ

ー
バ

ラ
町

、
サ

ン
・
ミ

ゲ
ル

町
、

ギ
マ

ラ
ス

州
で

構
成

さ
れ

る
L
G

U
ク

ラ
ス

タ
ー

で
あ

る
。

L
G

U
ク

ラ
ス

タ
ー

と
し

て
、

交
通

管
理

な
ど

共
通

の
課

題
に

対
応

し
て

い
く
取

り
組

み

は
、

地
方

政
府

の
政

策
と

合
致

し
て

い
る

と
い

え
る

。
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上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標

は
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
ニ

ー

ズ
と

合
致

し
て

い
る

か
 

M
IG

E
D

C
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い

る
か

 

地
域

住
民

の
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

る
か

 

対
象

地
域

の
選

択
は

適
正

で
あ

っ

た
か

 

M
IG

E
D

C
、

特
に

イ
ロ

イ
ロ

市
中

心
部

で
は

、
昼

間
人

口
及

び
交

通
量

の
急

速
な

増
加

に
対

応
す

る
た

め
の

交
通

管
理

能
力

が
不

足
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

ニ
ー

ズ
も

依
然

高
い

。
 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標

は
日

本
の

援
助

政
策

に
合

致
し

て
い

る
か

 

援
助

重
点

分
野

と
の

整
合

性
は

あ

る
か

 

国
別

事
業

計
画

と
の

整
合

性
は

あ

る
か

 

日
本

の
対

フ
ィ

リ
ピ

ン
国

別
援

助
政

策
、

J
IC

A
の

対
フ

ィ
リ

ピ
ン

国
別

事
業

計
画

に
合

致
し

て
い

る
。

 

日
本

の
技

術
の

優
位

性
は

あ
る

か
 

L
G

U
ク

ラ
ス

タ
ー

に
よ

る
交

通
管

理

モ
デ

ル
に

関
し

、
日

本
の

技
術

や
方

式
は

優
位

性
を

有
し

て
い

る
か

 

日
本

人
専

門
家

の
交

通
管

理
に

関
す

る
深

い
知

識
と

経
験

は
フ

ィ
リ

ピ
ン

側
か

ら
高

く
評

価
さ

れ
て

い
る

。
フ

ィ
リ

ピ
ン

の
地

方

部
に

お
い

て
は

、
渋

滞
を

は
じ

め
と

す
る

交
通

問
題

が
顕

著
に

な
り

つ
つ

あ
る

も
の

の
、

「
交

通
管

理
」
と

い
う

概
念

は
ま

だ
目

新
し

い
も

の
で

あ
り

、
日

本
の

技
術

や
経

験
は

優
位

性
を

有
す

る
。

 

有
効

性
 

成
果

は
中

間
評

価
時

点
で

ど
の

程
度

達
成

さ
れ

た
か

、
ま

た
今

後
ど

の
部

分
が

い
つ

ま
で

に
ど

の
程

度
達

成
さ

れ
る

見
込

み
か

 

交
通

管
理

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果
の

達
成

度
合

い
、

今
後

の
達

成
見

込

み
、

成
果

の
達

成
を

促
進

/
阻

害
し

て
い

る
要

因
は

何
か

 

成
果

の
達

成
状

況
 

成
果

1
は

中
間

レ
ビ

ュ
ー

実
施

時
点

で
ほ

ぼ
達

成
さ

れ
て

い
る

。
交

通
情

報
調

査
は

2
0
0
8

年
6

月
に

完
了

し
て

い
る

が
、

デ

ー
タ

の
集

約
は

現
在

進
行

中
で

あ
る

。
 

成
果

2
は

、
中

間
レ

ビ
ュ

ー
時

点
で

日
本

人
専

門
家

に
よ

り
一

部
達

成
さ

れ
て

い
る

が
、

今
後

は
C

/
P

の
よ

り
積

極
的

な
参

画

を
得

て
2
0
0
9

年
3

月
末

ま
で

に
達

成
さ

れ
る

見
込

み
で

あ
る

。
 

成
果

3
は

、
2
0
0
9

年
1
-
2

月
に

実
施

さ
れ

た
第

1
回

社
会

実
験

に
よ

り
、

一
部

達
成

さ
れ

て
い

る
。

中
間

レ
ビ

ュ
ー

時
点

で

は
、

日
本

人
専

門
家

が
社

会
実

験
プ

ロ
セ

ス
・
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
ド

ラ
フ

ト
を

作
成

中
で

あ
っ

た
。

 

成
果

4
は

中
間

レ
ビ

ュ
ー

実
施

時
点

で
部

分
的

に
達

成
さ

れ
て

い
る

。
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

時
点

で
の

C
/
P

の
交

通
管

理
に

関
す

る
知

識
と

経
験

が
ほ

ぼ
ゼ

ロ
に

近
い

状
態

で
あ

っ
た

こ
と

を
考

え
れ

ば
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

後
、

C
/P

は
大

き
な

能
力

向

上
を

遂
げ

た
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 促
進

要
因

 

(1
)毎

週
開

催
さ

れ
る

交
通

管
理

T
W

G
会

合
 

交
通

管
理

T
W

G
会

合
が

毎
週

開
催

さ
れ

る
こ

と
に

な
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
が

活
性

化
し

た
。

専
門

家
チ

ー
ム

と
C

/
P

は
顔

を
合

わ
せ

る
機

会
が

増
え

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
密

に
な

っ
た

。
ま

た
、

交
通

管
理

に
関

す
る

様
々

な
ト

ピ
ッ

ク
に

つ
い

て
話

し
合

い
、

様
々

な
立

場
の

交
通

関
係

者
の

対
立

す
る

意
見

に
さ

ら
さ

れ
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
行

政
官

と
し

て
の

多
角

的
な

視
点

を
養

う
の

に
役

立
っ

た
。

T
W

G
会

合
は

、
メ

ン
バ

ー
の

意
見

交
換

の
場

と
し

て
活

用
さ

れ
た

。
 

 (2
)時

宜
を

得
た

J
IC

A
運

営
指

導
チ

ー
ム

の
提

言
 

J
IC

A
フ

ィ
リ

ピ
ン

事
務

所
は

、
2
0
0
8

年
9

月
に

運
営

指
導

チ
ー

ム
を

派
遣

し
た

。
同

チ
ー

ム
の

提
言

（
交

通
管

理
T
W

G
の

設

置
、

T
W

G
会

合
の

開
催

頻
度

を
月

1
回

か
ら

週
1

回
へ

の
変

更
な

ど
）
は

時
宜

に
か

な
っ

た
、

適
切

な
内

容
で

あ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
の

活
性

化
に

大
き

く
貢

献
し

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

･チ
ー

ム
も

迅
速

か
つ

誠
実

に
提

言
を

実
行

し
た

こ
と

か
ら

、
台

風

に
よ

る
進

捗
の

遅
れ

は
調

整
さ

れ
、

交
通

管
理

T
W

G
メ

ン
バ

ー
を

実
務

レ
ベ

ル
の

メ
ン

バ
ー

に
再

構
成

し
た

こ
と

か
ら

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
活

動
も

軌
道

に
乗

る
よ

う
に

な
っ

た
。
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阻
害

要
因

 

(1
) 

主
要

な
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

間
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
不

足
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

当
初

、
日

本
人

専
門

家
、

フ
ィ

リ
ピ

ン
人

ス
タ

ッ
フ

、
C

/
P

及
び

関
係

諸
機

関
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

必

ず
し

も
円

滑
で

な
か

っ
た

。
そ

の
原

因
と

し
て

は
、

言
語

や
習

慣
の

違
い

に
加

え
、

C
/
P

の
交

通
管

理
に

関
す

る
知

識
・
経

験

の
レ

ベ
ル

が
想

定
さ

れ
た

ほ
ど

高
く
な

か
っ

た
た

め
日

本
人

専
門

家
に

よ
る

技
術

的
解

説
が

十
分

理
解

さ
れ

な
か

っ
た

こ
と

、

イ
ロ

イ
ロ

市
が

厳
し

い
交

通
規

制
条

例
を

施
行

し
た

こ
と

に
よ

り
域

内
交

通
管

理
が

政
治

問
題

化
し

、
M

IG
E
D

C
メ

ン
バ

ー

L
G

U
間

で
意

見
の

対
立

が
生

じ
た

こ
と

等
が

挙
げ

ら
れ

る
。

フ
ィ

リ
ピ

ン
人

ス
タ

ッ
フ

の
尽

力
、

週
1

回
の

交
通

管
理

T
W

G
会

合
、

交
通

調
査

や
社

会
実

験
な

ど
参

加
型

の
活

動
、

を
通

じ
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
間

の
意

思
疎

通
は

徐
々

に
よ

く
な

っ
て

き
て

い
る

が
、

さ
ら

な
る

改
善

が
望

ま
れ

る
。

 

 (2
) 

関
係

諸
機

関
間

の
協

力
不

足
 

当
初

、
M

IG
E
D

C
の

メ
ン

バ
ー

L
G

U
や

交
通

管
理

関
係

諸
機

関
(L

T
O

、
L
T
F
R

B
、

D
P

W
H

、
民

間
N

G
O

、
ジ

ー
プ

ニ
ー

組
合

な

ど
)の

中
に

は
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

目
的

を
誤

解
し

て
い

る
も

の
や

、
活

動
参

加
に

無
関

心
な

も
の

も
あ

っ
た

。
し

か
し

、
フ

ィ
リ

ピ
ン

人
ス

タ
ッ

フ
を

中
心

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
チ

ー
ム

が
、

根
気

強
く
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

説
明

を
行

い
、

協
力

を
呼

び
か

け
続

け
た

こ

と
か

ら
、

徐
々

に
必

要
な

参
加

や
支

援
を

得
ら

れ
る

よ
う

に
な

っ
て

き
た

。
先

に
述

べ
た

と
お

り
、

M
IG

E
D

C
域

内
で

は
交

通
規

制
が

政
治

問
題

化
し

て
お

り
、

政
治

家
や

交
通

関
係

者
間

の
利

害
が

対
立

し
て

お
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

も
影

響
し

た
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
見

込

み
 

中
間

評
価

時
点

で
の

達
成

度
合

い
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
促

進
/
阻

害
し

て
い

る
要

因
は

何
か

 

C
/
P

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
前

半
の

活
動

を
通

じ
て

交
通

管
理

に
関

す
る

知
識

と
経

験
を

深
め

て
き

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

後
半

、
こ

れ

ま
で

以
上

に
C

/
P

全
員

が
積

極
的

に
活

動
に

参
加

し
、

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

に
沿

っ
て

予
定

さ
れ

る
成

果
を

出
し

て
い

く
こ

と
が

で

き
れ

ば
、

「
交

通
管

理
ア

ク
シ

ョ
ン

ア
ジ

ェ
ン

ダ
を

策
定

す
る

」
と

い
う

修
正

後
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
終

了
時

ま
で

に
概

ね
達

成
で

き
る

見
込

み
で

あ
る

。
実

現
可

能
性

が
高

く
、

現
在

の
交

通
管

理
問

題
の

解
決

に
資

す
る

「
交

通
管

理
ア

ク
シ

ョ
ン

ア
ジ

ェ
ン

ダ
」
を

策
定

す
る

た
め

に
は

、
C

/
P

の
よ

り
積

極
的

な
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
へ

の
参

加
と

M
IG

E
D

C
メ

ン
バ

ー
L
G

U
及

び
関

係
諸

機
関

の
協

力
が

不
可

欠
で

あ
る

。
 

P
D

M
の

論
理

構
成

 
P

D
M

の
活

動
、

成
果

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

目
標

は
、

論
理

的
か

つ
適

切
な

因

果
関

係
に

あ
る

か
 

P
D

M
の

活
動

、
成

果
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
つ

い
て

、
関

係
者

間
の

合
意

は
十

分
で

あ
っ

た
か

 

現
行

の
P

D
M

に
改

訂
す

べ
き

点
は

あ
る

か
 

J
IC

A
フ

ィ
リ

ピ
ン

事
務

所
お

よ
び

J
IC

A
専

門
家

が
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
目

標
は

「
交

通
管

理
に

か
か

る
能

力
向

上
」
で

あ
る

と

R
/
D

で
合

意
さ

れ
て

い
る

旨
再

三
説

明
し

て
き

た
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
比

側
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

が
「
交

通
管

理
」
だ

け
で

な

く
、

「
交

通
イ

ン
フ

ラ
整

備
」
に

か
か

る
能

力
向

上
も

含
ま

れ
る

と
誤

解
し

て
い

る
こ

と
、

ま
た

、
C

/
P

の
考

え
る

「
交

通
管

理
計

画
」
は

単
な

る
計

画
で

は
な

く
、

予
算

執
行

を
伴

う
実

施
計

画
で

あ
る

こ
と

が
明

確
に

な
っ

た
こ

と
か

ら
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の

再
検

討
が

行
わ

れ
た

。
 

そ
の

結
果

、
2
0
0
8

年
9

月
時

点
で

の
C

/P
の

限
ら

れ
た

交
通

管
理

に
関

す
る

知
識

と
経

験
で

、
限

ら
れ

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間

内
に

そ
こ

ま
で

実
効

性
の

高
い

「
計

画
」
を

策
定

す
る

の
は

難
し

い
と

専
門

家
チ

ー
ム

は
判

断
し

、
C

/
P

も
納

得
し

た
。

最
終

的

に
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
「
交

通
管

理
計

画
」
の

策
定

か
ら

、
「
交

通
イ

ン
フ

ラ
整

備
計

画
」
を

含
ま

な
い

「
交

通
管

理
ア

ク
シ

ョ

ン
ア

ジ
ェ

ン
ダ

（
予

算
の

裏
付

け
を

伴
わ

な
い

計
画

案
）
」
の

策
定

に
変

更
す

る
こ

と
で

両
者

は
合

意
し

た
（
活

動
3
-
4

の
該

当

部
分

も
同

様
）
。

P
D

M
の

修
正

に
つ

い
て

は
、

本
調

査
団

か
ら

の
提

言
も

含
め

て
関

係
者

間
で

検
討

し
、

J
C

C
に

提
案

す
る

こ

と
と

な
っ

て
い

る
。
 

外
部

条
件

の
重

要
性

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
、

成
果

を
達

成
す

る
上

で
影

響
を

与
え

た
政

策
、

政

治
・
経

済
状

況
の

変
化

、
自

然
条

件
、

そ
の

他
の

要
因

は
あ

っ
た

か
 

外
部

条
件

の
変

化
 

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

開
始

が
遅

れ
て

い
る

間
に

、
イ

ロ
イ

ロ
市

議
会

が
市

外
か

ら
市

中
心

部
へ

の
ジ

ー
プ

ニ
ー

の
乗

り
入

れ
規

制
条

例
を

施
行

さ
れ

、
イ

ロ
イ

ロ
市

内
の

交
通

管
理

が
政

治
問

題
化

し
た

た
め

、
イ

ロ
イ

ロ
州

及
び

ギ
マ

ラ
ス

州
全

体
の

都
市

交
通

管
理

能
力

向
上

を
目

指
す

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

は
停

滞
を

余
儀

な
く
さ

れ
た

。
 

ま
た

、
2
0
0
8

年
6

月
に

発
生

し
た

台
風

の
被

害
が

予
想

以
上

に
大

き
く
、

活
動

日
程

及
び

活
動

内
容

の
調

整
を

余
儀

な
く
さ

－55－



れ
た

。
 

こ
の

よ
う

な
外

部
条

件
の

変
化

が
主

因
と

な
り

、
一

部
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
進

捗
の

遅
れ

や
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
修

正

に
つ

な
が

っ
た

。
 

効
率

性
 

投
入

は
適

切
に

行
わ

れ
た

か
 

投
入

の
確

認
参

照
 

台
風

等
に

よ
る

遅
れ

は
あ

っ
た

が
、

ほ
ぼ

予
定

通
り

投
入

さ
れ

た
。

 

活
動

は
成

果
を

生
み

出
す

の
に

十
分

で
あ

っ
た

か
 

活
動

の
質

、
量

、
時

期
、

期
間

 
日

本
人

専
門

家
の

ア
サ

イ
ン

が
短

く
、

台
風

な
ど

の
自

然
災

害
に

見
舞

わ
れ

た
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
現

地
の

リ
ソ

ー
ス

を
十

分

活
用

す
る

こ
と

に
よ

り
投

入
に

見
合

っ
た

成
果

を
上

げ
て

き
た

点
は

評
価

で
き

る
。

 

投
入

は
効

果
的

に
活

用
さ

れ
た

か
 

投
入

の
利

用
状

況
（
人

的
資

源
、

設

備
・
資

機
材

、
運

営
費

）
、

維
持

管
理

状
況

 

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
、

現
地

事
情

・
言

語
・
人

的
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
に

精
通

し
た

ロ
ー

カ
ル

人
材

を
活

用
す

る
こ

と
に

よ
り

、
日

本

人
専

門
家

の
不

在
期

間
の

活
動

を
補

い
、

よ
り

少
な

い
投

入
で

期
待

さ
れ

る
成

果
を

産
出

し
て

い
る

。
 

投
入

は
効

率
的

に
活

用
さ

れ
た

か
 

投
入

は
成

果
を

生
み

出
す

よ
う

に
効

率
的

に
活

用
さ

れ
た

か
 

投
入

に
対

し
て

裨
益

人
口

/
成

果
は

十
分

か
 

現
地

事
情

を
知

る
高

い
能

力
を

持
っ

た
ロ

ー
カ

ル
・
ス

タ
ッ

フ
を

長
期

、
或

い
は

必
要

に
応

じ
て

雇
用

す
る

こ
と

に
よ

り
、

少
な

い
イ

ン
プ

ッ
ト

で
大

き
な

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
出

す
こ

と
が

で
き

た
。

ま
た

、
研

修
・
実

習
に

際
し

て
、

フ
ィ

リ
ピ

ン
大

学
国

立
交

通
セ

ン

タ
ー

や
フ

ィ
リ

ピ
ン

大
学

ヴ
ィ

サ
ヤ

校
基

金
な

ど
、

現
地

の
有

識
者

・
学

術
機

関
と

の
連

携
に

よ
り

、
比

較
的

安
価

に
サ

ー
ビ

ス

を
確

保
で

き
た

だ
け

で
な

く
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
も

利
用

可
能

な
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
が

構
築

さ
れ

つ
つ

あ
る

点
も

評
価

で
き

る
。

 

促
進

/
阻

害
要

因
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
効

率
性

に
貢

献
/
阻

害
し

た
要

因
は

何
か

 

阻
害

要
因

 

当
初

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
C

/
P

と
し

て
各

L
G

U
の

開
発

計
画

調
整

課
長

お
よ

び
工

務
課

長
を

想
定

し
、

先
方

へ
の

技
術

移

転
計

画
と

し
て

、
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
週

1
回

実
施

す
る

こ
と

を
予

定
し

て
い

た
が

、
他

の
業

務
と

の
兼

ね
合

い
か

ら
課

長
レ

ベ

ル
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

参
加

が
困

難
と

な
り

、
現

実
的

な
C

/
P

と
し

て
課

員
レ

ベ
ル

お
よ

び
交

通
担

当
警

察
官

が
配

置
さ

れ

る
こ

と
と

な
っ

た
。

こ
の

た
め

、
C

/P
の

基
礎

知
識

お
よ

び
技

術
レ

ベ
ル

が
想

定
し

て
い

た
よ

り
も

低
く
な

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

や
活

動
内

容
の

修
正

が
必

要
と

な
っ

た
。

 

イ
ン

パ

ク
ト

 

上
位

目
標

へ
の

イ
ン

パ
ク

ト
 

交
通

管
理

 

M
IG

E
D

C
に

よ
る

交
通

管
理

計
画

が

メ
ト

ロ
・
イ

ロ
イ

ロ
で

機
能

す
る

か
 

フ
ィ

リ
ピ

ン
の

他
の

地
方

都
市

で
の

交
通

管
理

に
何

ら
か

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
見

込
め

る
か

 

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

目
的

は
、

交
通

管
理

に
関

係
す

る
行

政
官

と
警

察
官

の
能

力
を

強
化

す
る

こ
と

で
あ

る
が

、
行

政
官

の
分

析
に

基
づ

い
て

提
案

さ
れ

た
交

通
管

理
ア

ク
シ

ョ
ン

ア
ジ

ェ
ン

ダ
が

、
実

際
に

各
地

方
政

府
の

諸
計

画
の

策
定

に
生

か
さ

れ

れ
ば

、
大

き
な

イ
ン

パ
ク

ト
が

見
込

め
る

。
 

促
進

/
阻

害
要

因
 

上
位

目
標

の
達

成
を

促
進

/
阻

害
す

る
要

因
(外

部
条

件
の

変
化

等
）
は

あ
る

か
 

上
位

目
標

の
達

成
可

能
性

を
高

め
る

た
め

に
は

、
各

L
G

U
の

開
発

計
画

調
整

官
、

地
方

首
長

及
び

地
方

議
会

を
巻

き
込

ん

で
い

く
こ

と
が

重
要

で
あ

る
と

い
う

こ
と

は
指

摘
で

き
る

。
 

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

目
的

は
、

交
通

管
理

に
関

係
す

る
行

政
官

と
警

察
官

の
能

力
を

強
化

す
る

こ
と

で
あ

る
が

、
行

政
官

の
分

析
に

基
づ

い
て

提
案

さ
れ

た
交

通
管

理
ア

ク
シ

ョ
ン

ア
ジ

ェ
ン

ダ
が

、
実

際
に

各
地

方
政

府
の

諸
計

画
の

策
定

に
生

か
さ

れ
る

た
め

に
は

、
開

発
計

画
調

整
官

、
地

方
首

長
及

び
地

方
議

会
の

理
解

と
支

援
が

不
可

欠
で

あ
る

。
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

後
半

の

活
動

で
は

、
で

き
る

だ
け

官
・
民

の
利

害
関

係
者

と
の

意
見

交
換

を
増

や
し

、
よ

り
実

践
的

で
よ

り
多

く
の

関
係

者
の

賛
同

を

得
ら

れ
る

ア
ク

シ
ョ

ン
ア

ジ
ェ

ン
ダ

を
設

定
す

る
こ

と
が

重
要

と
思

わ
れ

る
。

 

自
立

発
展

性
 

政
策

・
制

度
面

 
中

央
・
地

方
政

府
の

政
策

は
継

続
す

る
か

 

ク
ラ

ス
タ

ー
化

に
よ

る
、

複
数

L
G

U
共

通
課

題
へ

の
取

り
組

み
は

、
1
99

1
年

地
方

政
府

法
に

明
記

さ
れ

て
い

る
も

の
で

あ
り

、

継
続

の
見

込
み

は
高

い
。

し
か

し
、

L
G

U
ク

ラ
ス

タ
ー

活
動

を
重

視
す

る
か

ど
う

か
は

、
と

き
ど

き
の

政
治

状
況

に
大

き
く
依

存

し
て

い
る

た
め

予
測

が
難

し
い

。
 

 
 

M
IG

E
D

C
は

、
今

後
も

持
続

す
る

か
現

時
点

で
は

持
続

の
見

込
み

は
高

い
が

、
2
0
1
0

年
選

挙
以

降
の

政
治

状
況

に
左

右
さ

れ
る

度
合

い
が

高
い

。
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財
政

面
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
効

果
を

持
続

す
る

た

め
の

十
分

な
予

算
確

保
が

見
込

め

る
か

 

M
IG

E
D

C
及

び
構

成
L
G

U
の

交
通

管
理

に
関

す
る

予
算

は
限

定
的

で
あ

る
が

、
交

通
管

理
担

当
グ

ル
ー

プ
が

制
度

化
さ

れ

れ
ば

、
予

算
確

保
の

見
込

み
は

高
ま

る
。

 

組
織

面
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
効

果
を

持
続

す
る

た

め
の

活
動

実
施

能
力

が
備

わ
っ

て

い
る

か
（
人

材
配

置
、

意
思

決
定

メ

カ
ニ

ズ
ム

等
） 

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

を
継

続
さ

せ
る

に
は

、
M

IG
E
D

C
内

の
交

通
管

理
T
W

G
の

制
度

を
強

化
す

る
だ

け
で

な
く
、

各
L
G

U

が
条

例
に

よ
り

交
通

管
理

T
W

G
と

同
様

の
機

能
を

持
つ

交
通

管
理

部
門

を
組

織
化

し
て

い
く
こ

と
が

望
ま

し
い

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
･チ

ー
ム

は
M

IG
E
D

C
に

適
切

な
人

材
（
デ

ー
タ

や
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
の

維
持

管
理

を
担

当
す

る
正

職
員

）
の

配
置

を
要

請
し

て
い

る
が

、
マ

ン
パ

ワ
ー

の
不

足
か

ら
、

中
間

レ
ビ

ュ
ー

時
点

で
は

実
現

し
て

い
な

か
っ

た
。

組
織

と
し

て
の

M
IG

E
D

C
の

強
化

は
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
目

的
の

一
つ

で
あ

り
、

M
IG

E
D

C
内

に
適

切
な

人
材

が
配

置
さ

れ
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

を
通

じ
て

育
成

さ
れ

る
こ

と
に

よ
り

、
よ

り
高

い
自

立
発

展
性

が
見

込
め

る
と

考
え

ら
れ

る
。

 

技
術

面
 

移
転

さ
れ

た
技

術
は

M
IG

E
D

C
に

定

着
す

る
見

込
み

か
 

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
は

十
分

か
 

供
与

さ
れ

た
機

材
・
施

設
は

今
後

も

活
用

さ
れ

、
維

持
管

理
さ

れ
る

見
込

み
か

 

フ
ィ

リ
ピ

ン
の

地
方

部
に

お
い

て
は

、
渋

滞
を

は
じ

め
と

す
る

交
通

問
題

が
顕

著
に

な
り

つ
つ

あ
る

も
の

の
、

「
交

通
管

理
」
と

い

う
概

念
は

ま
だ

目
新

し
い

も
の

で
あ

り
、

当
初

は
、

C
/P

の
交

通
管

理
に

か
か

る
知

識
や

経
験

も
非

常
に

限
定

的
な

も
の

で
あ

っ
た

。
こ

の
た

め
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
前

半
の

諸
活

動
を

主
導

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
進

め
る

上
で

主
要

な
役

割
を

果
た

し
て

き
た

の
は

日
本

人
専

門
家

で
あ

っ
た

。
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
の

進
展

と
と

も
に

C
/P

は
交

通
管

理
に

関
す

る
基

本
的

な
知

識
と

実
技

を
通

じ
た

理
解

を
深

め
て

き
て

お
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
後

半
で

は
、

交
通

管
理

T
W

G
等

の
活

動
を

通
じ

て
、

徐
々

に
C

/
P

の
役

割
と

責
任

を
増

加
し

て
い

く
こ

と
が

期
待

さ
れ

て
い

る
。

 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
実

施
す

る
パ

イ
ロ

ッ

ト
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

、
他

の
地

域
、

機

関
で

も
普

及
で

き
る

レ
ベ

ル
か

（
技

術
、

コ
ス

ト
）
 

交
通

情
報

調
査

の
結

果
が

M
IG

E
D

C
事

務
局

ス
タ

ッ
フ

に
よ

り
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
用

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

に
入

力
さ

れ
、

ユ
ー

ザ
ー

・
フ

レ
ン

ド
リ

ー
な

社
会

実
験

プ
ロ

セ
ス

・
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
完

成
す

る
な

ど
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

時
ま

で
に

期
待

さ
れ

る
成

果
が

達

成
さ

れ
れ

ば
、

フ
ィ

リ
ピ

ン
の

他
の

地
方

政
府

で
も

活
用

で
き

る
よ

う
な

交
通

管
理

ツ
ー

ル
は

揃
う

と
考

え
ら

れ
る

。
し

か
し

、
実

際
に

ツ
ー

ル
を

活
用

す
る

に
は

、
使

い
勝

手
の

良
い

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

が
必

要
で

あ
り

、
そ

れ
以

前
に

交
通

管
理

従
事

者
へ

の
研

修
が

不
可

欠
で

あ
る

。
 

促
進

/
阻

害
要

因
 

自
立

発
展

性
を

促
進

/
阻

害
す

る
要

因
は

何
か

 

上
位

目
標

達
成

の
た

め
に

は
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

目
標

と
す

る
交

通
管

理
ア

ク
シ

ョ
ン

ア
ジ

ェ
ン

ダ
が

、
将

来
的

に
地

方
政

府

に
よ

る
地

方
開

発
計

画
や

土
地

利
用

計
画

な
ど

の
各

種
計

画
に

統
合

さ
れ

て
い

く
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

し
た

が
っ

て
、

地
方

政
府

に
お

い
て

各
種

計
画

策
定

を
担

当
す

る
、

州
/
市

/
町

計
画

・
開

発
調

整
課

長
を

何
ら

か
の

形
で

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
巻

き
込

ん
で

い
く
必

要
が

あ
る

。
各

L
G

U
の

計
画

・
開

発
調

整
課

長
は

多
忙

で
あ

る
が

、
今

後
、

彼
ら

の
業

務
に

関
連

し
た

セ
ミ

ナ
ー

や
研

修
、

交
通

管
理

T
W

G
会

合
な

ど
の

機
会

を
と

ら
え

て
招

待
し

、
交

通
管

理
に

関
す

る
理

解
を

深
め

て
も

ら
う

こ
と

が
で

き

れ
ば

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

現
可

能
性

が
よ

り
高

ま
る

と
考

え
ら

れ
る

。
 

さ
ら

に
、

地
元

（
少

な
く
と

も
フ

ィ
リ

ピ
ン

国
内

の
）
大

学
と

の
連

携
を

強
化

す
る

こ
と

に
よ

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
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